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Ⅰ 計画の位置づけ 

（１）実施計画  

 この実施計画は、基本構想において定めた目指すまちのイメージ「都心

から一番近い森のまち」の実現のために、基本計画で示した施策を具体化

するもので、中期的な展望により、各事業を効果的・効率的に実施するた

めに策定するものです。 

（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略（地方版総合戦略）  

少子高齢化の進展や人口減少への対応、東京圏への人口集中の是正、地方の活性化を図ることを目

的とする「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、令和元年１２月、第２期「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）が策定されました。 

令和元年１２月２０日付け閣副第７６９号『次期「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び

市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定について（通知）』では、各地方公共団体に地方創

生の充実・強化に向け、切れ目ない取組を進めるため、「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下「地方版総合戦略」という。）を策定するよう通知があったところです。 

本市では、平成２８年３月に策定した下期実施計画において地方版総合戦略と一体的に策定し、地

方創生の取組を推進してきたところです。 

引き続き、地方創生の推進を図るため、国の第２期総合戦略を勘案し、本計画を策定します。 

（３）健康都市プログラム  

本市では、平成１９年１月にＷＨＯ（世界保健機関）が提唱する「健康都市宣言」を行い、「都市

そのものを健康に」という健康都市の理念のもと平成２７年３月に「健康都市プログラム」を策定し

ています。 

健康都市の考え方は、市民の健康水準を高めるために、保健・医療分野といったこれまで関係のな

いと考えられてきた地域社会、都市計画、環境、学校教育、雇用などまちづくりにおいての様々な分

野に「健康」という視点を入れて事業を進めることにあります。 

本市が実施する施策や事業において「健康」という視点から見直し、包括的な健康施策体系を構築

し、健康都市の実現を目指していきます。 

（４）国土強靭化地域計画  

わが国では、東日本大震災などの過去の災害等に対し、さまざまな策を講じてきたものの、甚大な

被害により長期間にわたる復旧・復興を繰り返してきました。これを避けるため、「強くしなやかな

国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（2013 年（平成 25 年）法律

第 95 号）」（以下「基本法」という。）が施行され、大規模自然災害等に備えた国土の全域にわた

流山市のブランドマーク 
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る強靱な国づくりに向けて、国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進することが定められ

ました。 

国では、この基本法第１０条に基づき、国土強靱化に関する国の計画等の指針となる「国土強靱化

基本計画」を策定し、被害が致命的なものにならず迅速に回復する、「強さとしなやかさ」を備えた

国土、経済社会システムを平時から構築するための取組を推進しています。 

本市においても、本計画を各分野の個別計画の国土強靱化に関する指針とし、強くしなやかで持続

可能なまちづくりを進めていくこととします。 

基本構想における目指すまちのイメージである「都心から一番近い森のまち」を強靱化する上で、

基本法第１４条において、地域計画は、「国土強靱化基本計画との調和が保たれたものでなければな

らない」と規定されていることを踏まえ、本市の地域計画の策定に当たっては、基本計画の基本目標

を踏襲し、以下の４つを基本目標として、強靱化を推進することとします。 

いかなる大規模自然災害が発生しようとも、 

Ⅰ．人命の保護が最大限図られること 

Ⅱ．市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

Ⅲ．市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

Ⅳ．迅速な復旧復興 

※脆弱性の評価結果については、Ｐ５３に記載しています。 

（５）「地方版総合戦略」「健康都市プログラム」「国土強靭化地域計画」を包

含した実施計画  

 総合計画において、目指すまちのイメージ実現に向けて「人口の減りにくいまち」「良質で住み続

ける価値の高いまち」を目指すとしており、また、「市民・都市・コミュニティが健康なまちづく

り」を基本理念としています。 

その考え方のもと、これまでの取り組みを評価・総括し、今後１０年間の取り組みを整理したとこ

ろであり、その取り組みや方向性は「地方版総合戦略」や「健康都市プログラム」、「国土強靭化地

域計画」の目的に沿ったものとなります。 

 したがって、本計画で位置付ける事業においては、「地方版総合戦略」や「健康都市プログラ

ム」、「国土強靭化地域計画」と共通しているものであるため、包含して策定します。 
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■各種法令等と総合計画との関係 

 

  

住み続ける価値が高い住環境 
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Ⅱ 計画期間 

本計画の期間は、総合計画の基本計画の令和２年度から令和１１年度までの１０年間のうち、令和

３年度から令和５年度までの３年間とします。 

なお、翌年度以降については、社会経済情勢の変化や国の制度改正、事業の進捗状況などに対応す

るため、行政評価を活用したローリング方式により、毎年度見直しします。 

 

Ⅲ 計画の進行管理 

基本計画に掲げる施策や、実施計画に掲げる事業の推進を図るため、まちづくり報告書などの行政

評価を活用し、進捗状況を管理し、社会経済情勢の変化や国の制度改正などの状況変化に応じて、事

業内容などを毎年度見直すことが必要となります。 

そのため、成果を見極めるための成果指標等を設定し、「Ｐｌａｎ（計画）―Ｄｏ（実行）―Ｃｈ

ｅｃｋ（点検）―Ａｃｔｉｏｎ（改善）」といった、ＰＤＣＡサイクルの手法を取り入れた進行管理

を行い、施策や事業の成果を定期的に測定し、事業の改善・効率化を図ります。 

■実施計画のＰＤＣＡサイクル 

 

  

令和２
（2020）
年度

令和３
（2021）
年度

令和４
（2022）
年度

令和５
（2023）
年度

令和６
（2024）
年度

令和７
（2025）
年度

令和８
（2026）
年度

令和９
（2027）
年度

令和10
（2028）
年度

令和11
（2029）
年度

令和12
（2030）
年度

令和13
（2031）
年度

基本構想

基本計画（10年間）

実施計画（3年間）

見直し

※計画期間は3年間とし、毎年見直しを行っていきます。

見直し

※ 基本計画の見直しの際、

基本構想も見直しを検討します。
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Ⅳ 施策体系 
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Ⅴ 人口の状況 

（１）総人口  

 本市の総人口は、令和２年４月１日現在、１９７，０４１人となっており、平成２３年３月に発生
した東日本大震災による東京電力第一原子力発電所事故による放射能汚染の影響により、一時的に
人口増が鈍化したものの、平成２６年度以降、人口増加がさらに進んでいます。 

 この増加要因として、つくばエクスプレス沿線土地区画整理事業の進捗により、宅地開発が進んで
いることが挙げられます。 

 市内の土地区画整理事業は、５地区（新市街地、運動公園周辺、木、西平井・鰭ケ崎、鰭ケ崎・思
井）、約６２７ヘクタールを推進しており、令和２年度末では、整備面積率は約７９％となる見込み
です。 

西平井・鰭ケ崎地区、鰭ケ崎・思井地区、新市街地地区は概ね整備が完了し、新市街地地区では令
和元年５月に、西平井・鰭ケ崎地区では令和元年１０月に換地処分が行われたところです。 

今後は、これまでの急激な人口増加から落ち着いたものとなることが予想されます。 

■総人口の推移 

 

  

住民基本台帳人口 

（各年 4 月 1 日） 

対前年比：5,249人増

152,449

総人口：197,041人
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（２）年齢３区分別  

 年齢構成をみると、６５歳以上の老年人口は、平成１７年には２万５千人でしたが、令和２年には
４万６千人となり、高齢化率は１６．３％から２３．４％に増加しています。（全国平均２８．４％
（令和元年１０月 1 日現在）） 

一方で、０歳から１４歳の年少人口は、平成１７年に２万人であった人口が、令和２年には３万１
千人に増加しています。 

全国的に、人口減少・少子高齢化が進んでいるなか、本市では、高齢化が進んでいるなかでも、年
少人口や生産年齢人口が伸びており、高齢化率は全国に比べ低くなっています。 

■年齢 3 区分別人口の推移 

 

 

  

20,335 31,055

107,192

119,824

24,922

46,162

16.3%

23.4%

13.3%

15.8%

0%
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住民基本台帳人口 

（各年 4 月 1 日） 
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■全国の高齢化の推移と将来推計 

 
出典：令和２年版高齢社会白書 

（３）社会動態  

平成２３年３月に発生した東日本大震災による東京電力第一原子力発電所事故による放射能汚染の
影響により一時的に転入数が減少しましたが、その後、増加傾向にあります。 

 全国的にも、ここまで転入超過となっている自治体は珍しく、土地区画整理事業の進捗に加え、令
和２年 2 月に東武鉄道が東武野田線沿線住民を対象に実施したアンケートによると、「育児・教育
施設が充実している」、「子育てに良い街」としてのイメージが強く、そうした理由から本市を選択
する方が多いことが想定されます。 

■社会動態（転入数、転出数）の推移 
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（４）自然動態  

 令和元年の出生数は 2,029 人、死亡者数は 1,531 人であり、自然増減数は 498 人の増加でした。 

 若い世代の人口増加とともに、出生数は増加傾向にありましたが、令和元年については、消費増税
などの社会経済情勢の変化により、出生数が減少したものと予想されます。 

高齢化の進行により死亡者数は増加していますが、出生数が死亡数を上回る自然増の状態が続いて
おり、合計特殊出生率は全国値の１．２８を大きく上回り、本市では１．５９と県内で１位となって
います。 

■自然動態（出生数、死亡数）の推移 

 

■出生数、合計特殊出生率の推移 
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Ⅵ 財政の見通し 

 財政の見通しは、令和３年度を予算と整合させ、令和４年度以降については、現段階での地方財政
制度を前提としたものであり、予算査定を行う前の数字であるため各年度の予算査定の結果、大きく
変更になる可能性があります。 

 このため、翌年度以降の財政見通しについては、新型コロナウイルス感染症の状況をはじめとした
社会経済情勢の変化、国の制度改正、事業の進捗状況などに対応するため、行政評価を活用したロー
リング方式による見直しを実施し、財政状況を精査することにより、必要な財源の確保に努めるとと
もに、事業の見直しを図りながら、計画を推進していきます。 

 実施計画期間３か年の財政の見通しは、次のとおりです。 

（１）歳入の見通し（一般会計）  

 

（２）歳出の見通し（一般会計）  

  

令和3年度 令和4年度 令和5年度

市税                              28,886 30,038 31,274

（うち都市計画税）　　　　　　 2,353 2,403 2,484

繰越金 600 600 600

繰入金 2,942 2,439 3,011

諸収入　など 2,229 2,313 2,458

小計 37,010 37,793 39,827

国・県支出金 21,124 21,233 23,689

地方交付税 1,521 1,261 1,137

　（うち普通交付税）　　　　　 1,336 1,076 952

地方譲与税・交付金など    4,450 4,463 4,462

市債 7,065 6,681 10,666

　（うち臨時財政対策債）     1,305 1,251 1,230

小計 34,160 33,638 39,954

71,170 71,431 79,781

（単位：百万円）

区分

合計

自
主
財
源

依
存
財
源

（単位：百万円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 10,758 10,798 10,948

扶助費 20,351 21,283 22,149

公債費 4,082 4,177 4,434

小計 35,191 36,258 37,531

投資的経費 10,519 10,682 17,172

物件費 12,905 11,645 11,713

維持補修費 696 733 743

補助費等 6,937 7,244 7,588

積立金 51 220 202

投資及び出資金貸付金 473 165 165

繰出金 4,248 4,334 4,517

予備費 150 150 150

小計 25,460 24,491 25,078

71,170 71,431 79,781

区分

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

合計
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（３）各会計の見通し  

 

（４）基金残高の見通し  

 

（５）市債残高の見通し  

 

 本市の市債発行の目標として、各年度の地方債残高は、予算規模を越えないとしており、実施計
画期間では、この目標は達成出来る見込みです。 

  

(単位：百万円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

71,170 71,431 79,781

介護保険 13,417 14,283 14,995

国民健康保険 14,506 14,444 14,360

後期高齢者医療 2,670 2,802 2,981

土地区画整理事業 295 117 35

小計 30,888 31,646 32,371

6,278 5,318 5,001

6,596 5,993 5,510

114,932 114,388 122,663合計

一般会計

会計名

特
別
会
計

水道事業

下水道事業

（単位：百万円）

4,534 △ 1,634 1,740 4,640 △ 2,201 1,536 3,975 △ 2,486 1,543 3,032

33 33 33 33

444 1 445 △ 112 53 386 △ 187 53 252

1,370 △ 1,163 5 212 △ 16 4 200 △ 36 4 168

295 △ 66 2 231 △ 61 52 222 △ 89 102 235

132 132 68 200 △ 200

2,286 △ 79 44 2,251 △ 49 39 2,241 △ 13 41 2,269

9,094 △ 2,942 1,792 7,944 △ 2,439 1,752 7,257 △ 3,011 1,743 5,989

初石駅施設整備基金

その他の特定目的基金

合　　　　計

廃棄物処理施設整備等基金

教育、文化及びスポーツ振興基金

消防施設及び消防装備整備基金

区分

減債基金

財政調整積立基金

令和４年度
令和４年度末
現在高見込額

令和２年度末
現在高見込額

令和３年度
令和３年度末
現在高見込額取崩見込額 積立見込額

令和５年度
令和５年度末
現在高見込額取崩見込額 積立見込額 取崩見込額 積立見込額

(単位：百万円）

うち臨時財政

対策債

うち臨時財政

対策債

うち臨時財政

対策債

令和２年度末見込額 10,715 881 3,361 1,640 59,876 19,903

令和３年度末見込額 7,065 1,305 3,687 1,747 63,254 19,461

令和４年度末見込額 6,681 1,251 3,868 1,801 66,067 18,911

令和５年度末見込額 10,666 1,230 4,071 1,805 72,662 18,336

新規発行額 償還元金 市債残高
年度
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Ⅶ 取組の方向性 

全国的に少子高齢化が進展し、人口が減少していくなか、人口増加を続けている本市においてもそ

の影響を受けることは避けられません。 

本市が、将来につながる持続可能なまちづくりを実現していくためには、人口構造変化に柔軟に対

応した社会基盤を整備する必要があります。 

現在、本市においては、他の自治体と比べ、次世代を担う子どもたちや３０代、４０代の若い世代

が増加している特徴があります。 

今後は、高齢化の進展や子育て世代の増加に対応するため、誰もが住みやすい都市基盤の整備や子

育て、高齢者支援などをさらに進めていかなくてはなりません。 

また、やがて訪れる本市の人口のピークアウトに備え、良質な住環境を整備し、人口の減りにくい

まちづくりの布石を打っていく必要があります。 

ついては、施策別主要事業を次のとおり位置づけ事業を推進していきます。 
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Ⅷ 施策別主要事業 

 総合計画で実施する約８６０事業のうち、１８１事業を実施計画の主要事業として位置付けます。
  
（１）主要事業となる対象事業  

１ 従来から実施している事業のうち、重点的に取り組む必要があるもの。 

２ 新規に立ち上げる事業や事業内容を拡充する事業のうち、重点的に取り組む必要があるも

の。 

３ 公共施設等総合管理計画・個別施設計画に基づく各施設の改修に関するもの。 

 
（２）主要事業の見方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 施策体系 

・どのまちづくりの基本政策、施策に位置付けられるかを示しています。 

 ※全体の体系図はＰ７を参照ください。 

・施策に関連するＳＤＧｓの１７の目標をアイコンで示しています。 

② 主な成果指標 

・事業の実施によって見込まれる主な成果指標を示しています。 

・毎年度計画をローリングする際に、主な成果指標についても見直しすることがあります。 

① 

② 

③
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・地方版総合戦略においては、ＫＰＩ（重要業績指標）が求められていることから、計画期間内

の数値目標を示し、これをＫＰＩと読み替えます。 

 

③ 展開方向/主要事業 

■展開方向 総合計画基本計画の各施策の取り組みの展開方向を示しています。 

■予算説明書 事業に関連する令和３年度当初予算説明書の該当ページを示しています。 

「－」となっているものは、上下水道事業に関する企業会計で実施する事業、令和４年度以降実

施する事業、または職員で実施する事業です。 

■新継区分 事業の「新規」「拡充」「継続」を示しています。 

「新規」 令和３年度から新たに実施する事業です。 

「拡充」 令和２年度以前からの継続事業ですが、事業内容を拡充する事業です。 

「継続」 令和２年度以前から実施している事業です。 

■会計 会計の区分を示しています。 

■予算区分 事業の予算上の区分を示しています。 

経常︓法令等に基づき実施する事業や、毎年度経常的に実施している事業で、実

施にあたり政策的判断を要さない事業 

政策︓政策的課題の解決のため市が独自に実施する事業で、実施にあたっては政

策的判断を要する事業 例）建設事業など 

■実施年度 事業を実施する時期を“■”で示しています。 

■強靭化 国土強靭化地域計画の起きてはならない最悪の事態（Ｐ５４）の取り組みとの関係性

を示しています。 

 

 

資料編Ｐ６９に掲載しています。 

実施計画では、主な成果指標を掲載して

います。 
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基本政策１ 安心・安全で快適に暮らせるまち 

１－１ 防災 

主な成果指標 

 

【展開方向１】自助・共助・公助が一体となった地域防災力の強化 

 

【展開方向２】災害に強い危機管理体制の整備 

 

【展開方向３】建築物の耐震化の促進 

 

補助金を活用している自主防災組織数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 70 71 72 75

実績（見込み）値 71 - - -
組織

予算

説明書 R3 R4 R5

自主防災組織活動促進
事業

(防災危機管理課)

P370

会計

一般拡充

　自主防災組織の活動を支援するため、資機材整備や防災訓練の実
施、講演会の実施、研修会への参加など防災に要する経費の一部を補助
します。
　令和３年度から、マンション管理組合が組織する自主防災組織も対象と
します。

事業名
（所管課）

内容
新継
区分

予算
区分

実施年度 強

靭
化

政策 ■ ■ ■ 1-1

予算

説明書 R3 R4 R5

災害時情報伝達手段整
備事業

(防災危機管理課)

公的備蓄整備事業

(防災危機管理課)

防災施設整備事業

(防災危機管理課)

政策
　公的備蓄の整備を進めるため、計画的に食糧や防災資機材を整備しま
す。

一般継続

　災害時に、市民等へ迅速かつ的確に災害情報等を伝えるため、防災行
政無線や安心メール、Twitterなど複数の情報伝達手段に一斉に送信でき
るシステムを導入し、災害時の正確かつ円滑な情報伝達を図ります。

一般拡充 政策 ■ ■ ■ 1-4

2-1

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

■

■ ■

■ ■

P369

P371

P370 2-1

　指定避難場所に、災害時に一時避難する被災者のための防災施設や
防災備蓄倉庫を整備します。
　令和３年度
　【防災施設】　十太夫近隣公園
　　　　　　　　　　（かまどベンチ、ソーラー照明、マンホールトイレ等）
　【防災備蓄倉庫】　生涯学習センター、上下水道局

一般継続 政策 ■

実施年度 強

靭
化

予算

説明書 R3 R4 R5

耐震改修促進事業

(建築住宅課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P302 ■ ■ ■

　住宅の耐震化の促進を図るため、昭和５６年以前に建築された一戸建て
の木造住宅等に対し、耐震診断・耐震改修費の一部を補助します。
　地震災害による、コンクリートブロック塀等の倒壊を防止するため、市内小
学校の通学路沿いの危険なコンクリートブロック塀等に対し、除却費の一部
を補助します。

一般 1-1政策継続

関連する SDGｓ 

一斉送信システムイメージ 

（災害時情報伝達手段整備事業） 
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１－２ 消防・救急 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】消防体制の強化 

 

【展開方向２】救急救助体制の強化 

 

【展開方向３】消防・救急意識の向上 

 

  

救急車の現場到着時間（平均現場到着時間）

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 8 8 8 8

実績（見込み）値 8 - - -
分

人口1万人当たりの出火件数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 1.0 1.0 1.0 1.0

実績（見込み）値 1.3 - - -
件

予算

説明書 R3 R4 R5

消防車両整備事業

(消防防災課)

中央消防署移転事業

(消防総務課)

消防指令業務運用事業

(消防防災課)

消防団機械器具置場建
設事業

(消防総務課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P364

P363

P362

-

0

　昭和４９年に建設された現消防本部・中央消防署の庁舎移転を行い、
防災拠点の強化及び庁舎の適正配置を図ります。
　令和３年度　基本設計、実施設計、造成設計
　令和４年度　実施設計、造成工事
　令和５年度　建築工事

一般

■ ■ ■

継続
　消防指令業務の効率化や円滑な広域応援体制を図るため、ちば北西
部消防指令センター（松戸市）の指令業務、Ｊアラート（予備機）及び消防
救急デジタル無線の維持管理業務などを行います。

政策

　各消防団機械器具置場については、それぞれの経年劣化に応じて建て
替えを実施し、地域防災力の充実を図ります。
　令和４年度　第８分団機械器具置場
　令和５年度　第１２分団機械器具置場

一般継続 政策 ■ ■ 2-2

一般 ■ ■

2-2

2-2継続

政策 ■

政策 ■ ■ ■

一般継続
　常備消防が運用する車両を消防車両等更新基準に基づき、更新整備
します。
　令和３年度　水槽付消防ポンプ自動車（北消防署）

予算

説明書 R3 R4 R5

救急救命士養成事業

(消防総務課)

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■ ■ 0
　救命率の向上を図るため、より高度な救命処置が施せる救急救命士の
養成や救急救命士の前段となる救急隊員を養成します。

一般継続 政策

新継
区分

■P348

予算

説明書 R3 R4 R5

火災予防運動啓発事業

(予防課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

　消防団による火災予防の広報や住宅防火指導等を積極的に実施し、
出火の防止及び防火思想の普及啓発を推進し、火災による被害の軽減を
図ります。

一般継続 経常 ■ ■ ■P360

関連する SDGｓ 
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１－３ 交通安全・防犯・消費生活 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】交通安全対策の充実 

 

【展開方向２】防犯対策の充実 

 

【展開方向３】消費生活センターの充実 

 
  

人身事故発生件数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 463 453 443 433

実績（見込み）値 343 - - -
件

犯罪に関して市内（自宅周辺）は安全だと感じる市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 61.0 62.0 63.0 64.0

実績（見込み）値 60.2 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

交通安全施設整備事業

(道路管理課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

2-1継続
　交通事故が多発している道路、その他緊急に交通の安全を確保する必
要がある道路について、交通安全施設を整備して環境の改善を図ります。

一般P115 政策 ■ ■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

安心安全支援事業

(コミュニティ課)

強
靭

化

■ ■ 0

新継
区分

事業名
（所管課）

内容

　防犯カメラの設置や安心メールの配信、市民等による防犯活動の支援を
実施し、安心安全な市民生活を推進します。

一般継続 政策 ■P123

会計
予算
区分

実施年度

予算

説明書 R3 R4 R5

消費者情報提供事業

(コミュニティ課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

■ ■P297 継続
　専門の相談員を配置し、被害に遭った消費者の救済や、トラブルを未然
に防ぐための相談対応、情報提供を行います。また、令和４年４月から成
年年齢引下げを控え、啓発強化を行います。

一般 経常 ■

関連する SDGｓ 

八木北小学校南門開門に伴う安全対策 

（横断歩道、ラバーポールの設置など） 
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１－４ 地域コミュニティ・市民協働 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】地域コミュニティの活性化 

 

【展開方向２】地域コミュニティとの協働・連携 

 

 

自治会加入率

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 65.0 66.0 67.0 67.0

実績（見込み）値 63.0 - - -
％

市民活動団体数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 200 210 220 230

実績（見込み）値 229 - - -
団体

予算

説明書 R3 R4 R5

自治会活動助成事業

(コミュニティ課)

自治会館建設費補助事
業

(コミュニティ課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P119

P120

　自治会の円滑な運営のために、活動の拠点となる自治会館の建設（新
築・増築）に要する経費の一部に対し補助金を交付し、活動を支援しま
す。
　令和３年度　若葉台自治会館（新築）
　　　　　　　　　美原自治会館（新築）

一般継続 政策 ■ ■ ■ 1-2

　自治会の円滑な運営のために、活動の拠点となる自治会館の維持管理
に要する経費の一部に対し補助金を交付します。
　また、活動活性化に資する講座を開催するなど活動を支援します。
　令和３年度 前ヶ崎みどり自治会他５自治会（大規模修繕）
　　　　　　　　 星和江戸川台自治会他１自治会（冷暖房機器設置）

一般継続 経常 ■ ■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

ＮＰＯ活動推進事業

(コミュニティ課)

予算
区分

実施年度新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計

　市民活動団体による公益的な活動を支援するため、活動・支援拠点で
ある市民活動推進センターの運営や各団体が行う公益事業に対し補助金
を交付し、協働によるまちづくりを推進します。

一般 政策 ■ ■ ■ 0P121 継続

強

靭

化

関連する SDGｓ 

令和 2 年度に新築した 

おおたかの森南１丁目自治会館 
流山市民活動推進センター主催の 

ながれやま市民活動みらい会議の様子 
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基本政策２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち 

２－１ 健康・医療 

主な成果指標 

 

【展開方向１】ライフステージに応じた市民の健康づくり 

 

【展開方向２】疾病の早期発見 

 

【展開方向３】地域医療体制や健康危機管理体制づくり 

 

特定保健指導利用率

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 30.0 40.0 50.0 60.0

実績（見込み）値 19.0 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

健康づくり支援事業

(健康増進課)

母子健康診査事業

(健康増進課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■ ■ ■P232

一般 経常 ■ ■ ■P234

一般

　母子保健法に基づき、母子の健康の保持増進を目的とし、妊婦・乳児
一般健康診査、３か月児・１歳６か月児・３歳児健康診査を実施します。
　令和２年度から引き続き、新型コロナウイルス感染症発生状況に応じて、
健診の一部を個別委託し実施します。 また、令和３年度から新生児聴覚
スクリーニング検査を実施します。

拡充 経常

継続

　第２次健康づくり支援計画（令和２～１１年度）に基づき、乳幼児期から
高齢期までのすべての市民を対象とした健康づくりを推進します。
　ヘルスアップ教室や健康づくり推進員活動、市民健康まつり、健康チェック
コーナー等を通じて、健康的な生活習慣を身につけるための機会の提供や
健康情報の普及啓発、受動喫煙防止等のたばこ対策、保育所や学校等
と連携した食育の推進などを行います。

予算

説明書 R3 R4 R5

予防接種事業

(健康増進課)

健康増進事業

(健康増進課)

特定健康診査等事業

(健康増進課)

成人集団検診予約システ
ム導入事業

(健康増進課)

新継
区分

P240 一般
　健康増進法に基づき、健康に関する知識の向上、生活習慣の改善に努
め、疾病の早期発見・早期治療のための健康診査や各種がん検診を実施
します。

■ ■ ■

　成人集団検診に予約システムを導入することで、２４時間いつでもインター
ネットで検診の空き状況の確認と予約が可能となり、人数制限による密集
を避けた安心安全な集団検診の場を提供します。

一般新規 政策 ■ ■ ■

　国民健康保険被保険者を対象に特定健康診査や特定保健指導を実
施します。生活習慣病の予防に努め、流山市国民健康保険データヘルス
計画に基づき、令和２年度から開始した糖尿病性腎症重症化予防プログ
ラムの対象者への更なる周知やＡＩによる特定健診受診勧奨を実施し、被
保険者の健康と医療費の適正化を目指します。

国保継続 政策 ■P629

P243

　感染症の発生及び蔓延を予防するための予防接種を行い、感染症によ
る疾病の予防及び公衆衛生の向上を図ります。令和３年度まで、風しんの
抗体保有率の低い昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日までに生ま
れた男性に対し抗体検査を行い、抗体価の低かった方に対し定期予防接
種を行う、風しん第５期予防接種を実施します。

一般継続 経常 ■ ■ ■P239

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■ ■

継続 経常

予算

説明書 R3 R4 R5

医療体制整備・確保事
業

(健康増進課)

　平日夜間・休日診療所及び夜間小児救急における初期診療・応急処
置（第１次救急）、市内３病院における第２次救急など、流山市医師会・
歯科医師会・薬剤師会の協力を得て、必要な医療提供体制の整備・確
保を図ります。
　また、市内の病院等における看護師等の確保に資するよう、病院内保育
を運営する病院に対する補助金制度のほか、看護学校等に在学中の方
で、将来市内の病院等施設で看護師等として働く意思のある方に対し、修
学資金の貸付けを行います。

一般継続 経常 ■P245 ■ ■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

関連する SDGｓ 
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予算

説明書 R3 R4 R5

健康危機管理整備事業

(健康増進課)

保健センター施設整備事
業

(健康増進課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（健康増進課）

(健康増進課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（商工振興課）

(商工振興課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（情報政策・改
革改善課）

(情報政策・改革改善課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（学校教育課
保健衛生分）

(学校教育課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（指導課）

(指導課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（中央消防署）

(中央消防署)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（高齢者支援
課　高齢者施設分）

(高齢者支援課)

新型コロナウイルス感染症
対策事業（健康増進課
ワクチン接種分）

(健康増進課)

継続 政策

■

■ ■ ■一般

　県や関係機関との連携・協力のもと、災害や新型インフルエンザ等感染
症など、市民の生命や健康を脅かす健康危機が発生した場合に備え、健
康危機管理体制を構築します。
　災害発生時に備え、救護所用の医療資器材や医薬品の備蓄を実施す
るなど、医療救護体制の整備を行うとともに、新型インフルエンザ等感染症
の発生に備え、ワクチンの住民接種体制の整備、感染者に接触する職員
等の個人防護具や消毒薬等の備蓄など、新型インフルエンザ等感染症に
対する対応体制等を構築します。

P237

　流山市PCR検査センターの設置・運営により新型コロナウイルス感染症の
検査体制の確保を図ります。
　また、流山市新型コロナウイルス感染症対策医療提供促進交付金の交
付により、市内の医療機関での新型コロナウイルス感染症患者（疑い含む）
の入院受入及び検査体制の促進を図ります。

一般継続 政策 ■

　母子や成人の健（検）診、健康相談・教室等の各種保健事業のほか、
平日夜間・休日診療所を併設し、地域保健の拠点としての機能を担う保
健センター（昭和６２年３月竣工）について、計画的な改修整備を行い、施
設設備の利便性の向上と長寿命化を図ります。
　令和３年度　エレベーター更新工事
　令和４年度　給排水設備更新及び調理室調理台改修実施設計
                    LED化改修工事
　令和５年度　給排水設備更新及び調理室調理台改修工事

一般継続 政策 ■ ■P237

P238

　テレワーク中においても職場と同等の環境で業務ができるように構築した
ネットワーク環境を、緊急時にも直ちに活用できるよう引き続き維持します。

一般継続 政策 ■ ■ ■

■ ■ ■一般
　令和２年度にセーフティネット信用保証制度４号認定付きの市制度融資
を受けた市内事業者に対し、市制度融資の利子及び信用保証料を全額
補助します。

継続P289

P80

　新型コロナウイルス感染症対策として、教育企画研究室やフレンドステー
ションで使用する継続的に必要な消毒用アルコールなどの保健用消耗品を
購入します。

一般継続 政策 ■

　新型コロナウイルス感染症対策用として、市内公立小学校及び中学校で
使用する継続的に必要な消毒用アルコールなどの保健用物資を購入しま
す。

一般継続 政策 ■P457

　新型コロナウイルス感染症の陽性傷病者を取り扱った職員の感染によるク
ラスターの発生防止と当該職員の不安、ストレスを取り除くためのPCR検査
を行います。

一般継続 政策 ■ ■ ■

■一般
　市内の小規模な有料老人ホーム等に対し、新型コロナウイルス感染症対
策のため、居室に簡易陰圧装置を設置する場合に、県の地域医療介護
総合確保基金を活用し、補助します。

P357

P172 新規 政策

　流山市医師会の協力のもと、新型コロナウイルスワクチンの円滑な接種を
実施します。

一般継続 政策 ■P243

1-2

政策

P390

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

ドライブスルー方式の PCR 検査センターの様子 歯科検診の様子 
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２－２ 生涯学習 

主な成果指標 

 

【展開方向１】多様な生涯学習機会の充実 

 

【展開方向２】生涯学習の環境整備 

 

図書館全館（７館）乳幼児（６歳まで）の利用者数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 11,740 12,914 14,205 15,625

実績（見込み）値 11,348 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

夏休みの学校開放による
「夏休み子ども教室」事
業

(公民館)

おおたかの森こども図書館
資料充実事業

(図書館)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

　幼い頃から本に親しみ、生涯を通じた読書活動のステップとするため、子ど
もの読書活動推進計画に基づくブックスタート関連事業として、市内子育て
関連施設に「乳幼児向けブックセット」を設置します。
　令和３年度　新設・子育て関連施設（各６６冊×１４施設）

一般継続 政策 ■ ■ ■

　夏休み期間中、保護者が日中働いている小学生に対して、学校施設の
一部を使用して体験学習などを行います。
　令和３年度　実施場所　南流山小学校・小山小学校の２校

一般継続 政策 ■ ■P430

P437

予算

説明書 R3 R4 R5

（仮称）南流山地域図書
館整備事業

(図書館)

文化会館施設整備事業

(公民館)

中央図書館改修事業

(図書館)

南流山センター施設整備
改修事業

(公民館)

北部公民館施設整備改
修事業

(公民館)

東部公民館施設整備改
修事業

(公民館)

おおたかの森図書ピック
アップサービス拡充事業

(図書館)

文化会館非常用発電装
置更新事業

(公民館)

P424

　利用者に安全で快適な環境を提供するために、東部公民館の受変電設
備の更新工事を実施します。
　令和５年度　更新工事

一般継続 政策

P432

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

新規

　発電機の回転整流器の絶縁不良があったため、設備の更新工事等を行
います。
　令和３年度　非常用発電装置更新工事設計業務委託
　令和４年度　非常用発電装置更新工事

-

P433

P423 一般 政策 ■ ■ 1-2

新規

　利用者に安全で快適な環境を提供するために、北部公民館のエレベー
ターを整備します。
　令和３年度　北部公民館エレベーター設置等工事
                    （エレベーター・非常用階段・排煙窓設置工事）

一般拡充 政策 ■ ■ 1-2P425

1-2

　（仮称）南流山地域図書館の整備により、南流山センター内の図書館分
館が移動することから、センター内の空きスペースの改装を実施します。
　令和３年度　１階改装実施設計
　令和４年度　１階改装工事、屋上防水・外壁改修工事
　令和５年度　エレベーター更新工事

一般拡充 政策 ■ ■ ■ 1-2

　利用者に安全で快適な環境を提供するために、老朽化した中央図書館
を改修します。
　令和３年度　１階出入口ドア改修

一般継続 政策 ■

　利用者に安全で快適な環境を提供するために、文化会館ホールの改修
工事を実施します。
　令和４年度　ホール天井改修工事設計業務委託
　令和５年度　ホール天井改修工事、ホワイエ排水設備改修工事、
                   舞台床張り替え工事、楽屋・トイレ改修工事、
                   外壁改修工事

一般継続 政策 ■ ■ 1-2

■ ■

　令和４年度開館に向けて、南流山中学校敷地内に整備する子育て支
援施設（子育て世代活動支援センター及び児童センター）との複合施設と
して、（仮称）南流山地域図書館を整備します。
　令和３年度　建設工事
　令和４年度　建設工事

一般継続 政策 1-2P433

-

　現在のおおたかの森市民窓口センターから独立した図書館カウンターをス
ターツおおたかの森ホールの一画に新設し、図書サービスを実施します。
　開設時期として令和３年夏を予定しています。

一般 政策 ■

1-2■

関連する SDGｓ 
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予算

説明書 R3 R4 R5

文化会館及び北部公民
館高濃度ＰＣＢ廃棄物処
理事業

(公民館)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■一般新規P423 政策
　ポリ塩化ビフェニール廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に
基づき、文化会館及び北部公民館で保管している高濃度PCB廃棄物を
処理します。

夏休みの学校開放による「夏休み子ども教室」の様子 南流山センター内の図書館分館 
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２－３ 文化芸術・歴史 

主な成果指標 

 

【展開方向１】市民主体の文化芸術活動の促進 

 

【展開方向２】優れた文化芸術に親しめる機会の充実 

 

【展開方向３】歴史的文化的遺産の保存・活用 

  
  

過去１年間に文化芸術活動を行ったことがある市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 53.0 54.0 55.0 55.0

実績（見込み）値 46.4 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

文化祭開催事業

(生涯学習課)

強
靭

化

一般

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度

　市民の文化芸術活動の発表の場であり、市内の代表的な文化の祭典と
して、流山市文化祭実行委員会が開催する文化祭の事業費の一部を補
助します。

継続 経常 ■ ■ ■P418

予算

説明書 R3 R4 R5

一茶双樹記念館及び杜
のアトリエ黎明改修事業

(博物館)

国際室内楽音楽祭共催
事業

(生涯学習課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

一般

一般

■P442 継続

　利用者に安全で快適な環境を提供するために、老朽化した一茶双樹記
念館・杜のアトリエ黎明の改修を進めます。
　令和３年度　障子、襖修繕（双樹亭）　等
　令和４年度　経年補修工事（一茶庵、杜のアトリエ黎明）

政策 ■

　スターツおおたかの森ホールで開催される「NAGAREYAMA国際室内楽音
楽祭２０２１」を共催します。

継続 政策 ■ ■P453

予算

説明書 R3 R4 R5

指定等文化財保存活用
整備事業

(博物館)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

一般
　市内に残る文化財の保存・整備を行い、活用を図ります。
　令和３年度　国登録有形文化財「秋元家住宅土蔵」の保存修復工
                    事、鰭ケ崎三本松古墳古塚碑整備工事

継続 政策 ■P450

関連する SDGｓ 

国登録有形文化財「秋元家住宅土蔵」 流山市文化祭の様子 
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２－４ スポーツ 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】スポーツ活動の促進 

 

【展開方向２】スポーツ環境の整備 

 

  

（トップアスリート）交流事業の参加者数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 2,000 1,000 200 200

実績（見込み）値 0 - - -
人

屋内外体育施設利用者数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 1,190,000 1,195,000 1,200,000 1,210,000

実績（見込み）値 1,030,798 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

東京オリンピック・パラリン
ピック事前キャンプ地等誘
致事業

(スポーツ振興課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

一般継続

　令和３年度に延期された東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に
あたり、女子車いすバスケットボールやパラ卓球をはじめとするオランダ代表
チームの事前キャンプを受け入れます。
　事前キャンプにあたっては、各種新型コロナウイルス感染症対策を採りなが
ら、実施可能な交流事業を工夫していきます。
　令和４年度以降についても、トップアスリートとの交流を継続し、息の長い
スポーツ振興に努めていきます。

政策 ■ ■ ■P461

予算

説明書 R3 R4 R5

体育施設改修・整備事
業

(スポーツ振興課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

　体育施設の利用者の安全性・快適性の確保を図ります。
　令和３年度　総合運動公園野球場観覧席改修設計
　　　　　　      コミュニティプラザ電気設備更新　等
　令和４年度　総合運動公園野球場観覧席改修工事
　　　　　　　　  総合運動公園野球場照明施設改修工事
　　　　　　　　  総合運動公園庭球場拡張設計
　令和５年度　総合運動公園庭球場拡張工事　等

一般拡充 政策 ■ ■ ■ 1-2P464

関連する SDGｓ 

女子車いすバスケットボール 
オランダ代表キャンプ 

総合運動公園野球場 
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基本政策３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

３－１ みどり・生物多様性 

主な成果指標 

 

【展開方向１】みどりの保全 

 

【展開方向２】みどりの創出 

 

【展開方向３】生物多様性の保全・回復 

 
  

市内は緑が豊かで潤いがあり、緑とのふれあいに満足していると思う市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 77.0 78.0 79.0 80.0

実績（見込み）値 83.0 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

まちなか森づくり事業

(みどりの課)

良質なみどりの拠点保全
事業

(みどりの課)

みどりを支える人づくり事
業

(みどりの課)

■ 7-4

継続 ■ ■ 1-1

　みどりを守り、育てる人材を育成するため、ボランティア育成や緑化に係る
各種講習会やオープンガーデンの支援を実施し、本市の魅力づくりに市民と
協働で取り組みます。

一般継続 政策 ■ ■P335

　土地所有者から借り受けている市民の森を保全するため、用地を取得す
るとともに、自然に触れながら散策等をできるよう、園路などの施設整備を
行います。
　令和３年度　環境整備（中野久木散策の森）、環境整備（大畔の森）
　令和４年度以降　みどりのカルテを基に用地取得を進めます。

一般 政策 ■

■ ■ 1-1継続
　まちなかのみどりを創出するため、街路樹植栽や公共スペースへの植栽を
行い、緑視率が高く、みどり豊かな街並みの形成に取り組みます。

一般 政策 ■

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P332

P332

新継
区分

事業名
（所管課）

予算

説明書 R3 R4 R5

新たな賑わい空間創出
事業

(みどりの課)

安心安全な公園づくり事
業

(みどりの課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

　既存公園の遊具を始めとした公園施設の安全点検・補修・更新を行い
利用者の安全性・利便性の向上を図ります。
　令和３年度　複合遊具設置（コミュニティ第１児童公園）
　　　　　　　　　西初石近隣公園広場整備　等
　令和４～５年度　公園遊具施設安全対策工事
                          既存公園施設整備工事

一般継続 政策 ■ ■ ■ 1-1

■P332 一般 ■ ■ 1-1

P333

　つくばエクスプレス沿線の土地区画整理事業の進捗に合わせて、都市施
設として必要な公園施設の整備を実施します。
　令和３年度　南流山中央公園再整備、総合運動公園再整備　等
　令和４年度　南流山中央公園再整備、総合運動公園再整備　等
　令和５年度　総合運動公園再整備　等

継続 政策

予算

説明書 R3 R4 R5

生物多様性地域戦略推
進事業

(環境政策課)

　生物多様性ながれやま戦略（第二期）に基づき、各重点拠点のモニタリン
グ調査、植樹事業、市の鳥に関する事業等を行うことにより、市民への生
物多様性に関する啓発を行います。

一般継続 政策 ■ ■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■P248

関連する SDGｓ 
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３－２ 市街地整備・景観 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】つくばエクスプレス沿線整備の促進 

 

【展開方向２】市街地のまちづくり 

 

【展開方向３】景観形成の促進 

 

  

流山市は住み心地の良いまちであると思う市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 82.0 82.5 83.0 83.5

実績（見込み）値 87.6 - - -
％

良好な市街地が形成・維持されていると感じている市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 76.0 76.5 77.0 77.5

実績（見込み）値 83.7 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

運動公園周辺地区一体
型特定土地区画整理負
担事業

(まちづくり推進課)

木地区一体型特定土地
区画整理負担事業

(まちづくり推進課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

　県との費用負担協定に基づき、木地区一体型特定土地区画整理事業
に係る対象額の２分の１を負担します。

一般継続 政策 ■ ■ ■P327

P326 ■ ■
　県との費用負担協定に基づき、運動公園周辺地区一体型特定土地区
画整理事業に係る対象額の２分の１を負担します。

一般継続 政策 ■

予算

説明書 R3 R4 R5

都市計画見直し事業

(都市計画課)

生産緑地に関する図書
作成事業

(都市計画課)

江戸川台駅東口周辺地
区再整備事業

(まちづくり推進課)

　駅利用に合った広場の改修や旧ジェトロ用地の活用、周辺公共施設の
再配置など江戸川台駅東口周辺を整備します。
　令和３年度　実態調査
　令和４年度以降　実施設計、建物解体、整備工事

一般新規 政策 ■ ■ ■ 1-1

　平成４年１１月に都市計画決定した生産緑地地区が、令和４年１１月で
指定から３０年を迎えることから、生産緑地所有者に対し、従来の税制措
置を１０年延長できる、特定生産緑地地区への指定に係る手続きを行いま
す。
　令和３年度　事前相談・本申請受理、図書作成
　令和４年度　図書作成、審議会、指定通知発送　等

一般継続 政策 ■P319

P325

■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容

P319
　地域の実情に応じた土地利用を誘導するため、区域区分、用途地域及
び高度地区等の都市計画の変更を行います。
　令和３年度　法定図書作成、法定縦覧、審議会　等

一般継続 政策 ■

会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

予算

説明書 R3 R4 R5

景観形成推進事業

(都市計画課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

一般

　本市の良好な景観を形成するため「流山市景観計画」に基づき指導・誘
導及び啓発を行います。
　また、良質なまちづくりの推進に向けた景観シンポジウムを開催し、「流山
市景観計画」の周知と意見交換を行います。

継続 政策 ■P320 ■ ■

関連する SDGｓ 
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予算

説明書 R3 R4 R5

広告物等推進事業

(都市計画課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

■一般P320
　良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害を防止するため、
広告物等について適正な規制と啓発に努めます。

継続 政策 ■ ■

都市計画道路３・４・１１号野々下思井線整備状況 

（運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理事業） 

東武野田線江戸川台駅東口 
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３－３ 道路 

主な成果指標 

 

【展開方向１】円滑に移動できる道路整備 

 

【展開方向２】安全で快適な道路環境の確保 

 
  

（道路維持補修）情報処理件数

単位 R2 R3 R4 R5
目標値 340 330 320 310

実績（見込み）値 310 - - -
件

予算

説明書 R3 R4 R5

名都借跨線橋道路拡幅
改良事業

(道路建設課)

自転車ネットワーク整備事
業

(道路建設課)

■ 1-1

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■

　緊急時の大型車両通行や歩行者及び自転車の安全な通行を確保する
ため、名都借跨線橋を含む当該路線延長３２５ｍ区間において、車両の
相互通行が可能となるよう拡幅改良を行い、周辺地区における通行の円
滑化と安全を図ります。
　令和３年度　ＪＲ施行委託、付帯工事
　令和４年度　ＪＲ施行委託
　令和５年度　ＪＲ施行委託　等

一般継続 政策P310

P328 政策 ■ ■ ■継続

　自転車ネットワーク計画に基づき、公共施設及び鉄道駅等を結ぶ都市計
画道路を中心に自転車通行空間整備を行い、自転車及び歩行者の安全
性、快適性、利便性の向上を図ります。
　令和３～５年度　自転車通行空間の路面整備

一般

■

予算

説明書 R3 R4 R5

道路維持補修事業

(道路管理課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

　道路や道路附属施設を適切に管理し、道路使用者の安全性を高め、
健全な道路環境を保全します。

一般継続 ■ ■ 2-1政策 ■P307

関連する SDGｓ 

名都借跨線橋の道路拡幅改良 自転車通行空間の整備が完了した東小学校前の道路 
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３－４ 河川・排水 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】雨水排水施設の整備 

 

【展開方向２】河川環境の整備 

 
  

内水氾濫による床上浸水の棟数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 0 0 0 0

実績（見込み）値 0 - - -
棟

洪水ハザードマップの配布数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 80,000 82,000 84,000 86,000

実績（見込み）値 66,000 - - -
枚

予算

説明書 R3 R4 R5

地区内雨水整備事業

(下水道建設課)

雨水排水施設整備事業

(河川課)

予算
区分

実施年度 強
靭

化

-

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計

1-3

　運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理事業の造成計画の推進
状況に合わせ、雨水管を整備します。

下水継続

■■■政策

　浸水被害が発生している、又は恐れのある地域に雨水排水施設の整備
を行います。
　令和３年度　実施設計（江戸川台西）　等
　令和４年度　排水管整備（江戸川台西）　等
　令和５年度　排水管整備　等

■ ■ ■政策

P316 継続 一般

予算

説明書 R3 R4 R5

河川等維持補修事業

(河川課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■ ■■P316 継続

　河川施設等が適切な排水機能を維持できるように補修及び修繕を行い
ます。
　令和３年度　修繕工事（前ケ崎他）　等
　令和４年度　修繕工事　等
　令和５年度　修繕工事　等

一般 政策

関連する SDGｓ 

排水路の小破修繕工事 
上︓施工前 
下︓施工後 

雨水管整備工事の様子 
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３－５ 上下水道 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】安全な水道水の安定供給 

 

【展開方向２】計画的な下水道事業の推進 

 

安全で良質な水道水が安定的に供給されていると思う市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 92.0 96.0 96.0 96.0

実績（見込み）値 95.9 - - -
％

公共下水道普及率

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 92.0 93.5 95.0 96.5

実績（見込み）値 92.0 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

ＴＸ沿線整備地区配水管
拡張事業

(水道工務課)

老朽配水管等耐震化事
業

(水道工務課)

主要配水管等耐震化事
業

(水道工務課)

水道料金徴収等業務委
託事業

(経営業務課)

浄水場更新事業

(水道工務課)

■

政策
　主要な配水管等を耐震管へ計画的に更新していきます。
　令和３年度　配水管等耐震化（下花輪駒木線ほか）

水道継続

　水道料金及び下水道使用料の徴収に係る水道メーターの検針から料金
の収納に至る一連の業務を、包括的に民間事業者に委託し、効率的な
上下水道事業の経営に努めます。

水道 経常

水道-

-

-

■ ■

　ＴＸ沿線の土地区画整理事業に係る配水管拡張事業を実施します。 水道継続 政策-

水道

継続 ■ ■ 2-1

-

■

新規 政策 2-1

■ ■ ■ 2-1

　老朽化した配水管等を耐震管へ計画的に更新していきます。継続 政策 ■ ■ ■ 2-1

■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■ ■ 2-1

　令和６年度までにおおたかの森浄水場に新たに配水池を１池建設しま
す。令和３年度は、配水池の基本検討業務を行います。

予算

説明書 R3 R4 R5

地区内汚水整備事業

(下水道建設課)

江戸川左岸流域関連公
共下水道整備事業

(下水道建設課)

手賀沼流域関連公共下
水道整備事業

(下水道建設課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■-

■

　既成市街地における良好な生活環境を提供するため、駒木地先の下水
道を整備します。

下水継続 政策 ■ ■ ■ 1-3

　既成市街地における良好な生活環境を提供するため、東深井、向小金
２・３丁目、おおたかの森西四丁目地先の下水道を整備します。

下水継続 政策 ■ ■ 1-3-

-

　運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理事業の造成計画の進捗
状況に合わせ、汚水管を整備します。

下水継続 政策 ■ 1-3■

関連する SDGｓ 
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３－６ 交通 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】広域交通ネットワークの充実 

 

【展開方向２】地域公共交通ネットワークの充実 

 

  

  

公共交通に満足している市民の割合

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 76.0 76.0 76.0 76.0

実績（見込み）値 81.5 - - -
％

ぐりーんバスの年間利用者数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 940,000 940,000 940,000 940,000

実績（見込み）値 625,921 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

ＴＸ東京駅延伸等促進事
業

(まちづくり推進課)

初石駅施設整備事業

(まちづくり推進課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

継続 ■ ■ ■ 1-2

　東武野田線初石駅の利便性を向上するため、令和５年度供用開始に
向け、橋上駅舎、自由通路及び駅前広場を整備します。
　令和３年度　基本設計、実施設計、用地取得　等
　令和４年度　本工事
　令和５年度　本工事

一般P323

P323 継続
　つくばエクスプレスの車両編成８両化・東京駅延伸の早期実現・通学定
期乗車券の運賃引き下げについて、鉄道事業者等へ要望します。

一般 ■ ■ ■

政策

政策

予算

説明書 R3 R4 R5

ぐりーんバス運行事業

(まちづくり推進課)

地域公共交通網形成事
業

(まちづくり推進課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P322 ■ ■継続
　地域にとって望ましい公共交通網の姿を明らかにし、持続可能な公共交
通網を形成するため、地域公共交通計画を策定します。

一般 政策 ■

　鉄道を主軸とした流山市の公共交通体系に対応するため、駅と周辺住
宅地を結ぶコミュニティバスを運行します。

一般継続 ■ ■ ■政策P322

関連する SDGｓ 

東武野田線初石駅 流山ぐりーんバス 
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３－７ 住宅 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】住生活の安定と向上 

 

【展開方向２】空き家対策の推進 

 

 

  

住宅の空き家率

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 - - - -

実績（見込み）値 3.2 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

市営住宅整備事業

(建築住宅課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

1-1■P337
　安全で快適な市営住宅を長期間にわたって確保するため、流山市公営
住宅等長寿命化計画に基づき適切に改修や改善を行い、長寿命化によ
るライフサイクルコストの縮減を図ります。

一般継続 ■政策

予算

説明書 R3 R4 R5

空き家対策事業

(建築住宅課)

高齢者住み替え支援相
談事業

(建築住宅課)

継続

　適正に管理されていない空家の解消を推進するため、法律や条例に基づ
き、所有者に対し指導・助言・勧告などの必要な措置を講じるとともに、空
家対策を効果的に行うため、住生活基本計画及び空家等対策計画を策
定し、計画に沿って取り組みを進めます。

一般 政策

　高齢者が安心して住み替えができるようにするとともに、子育て世代の市
内移住の支援を図るため、相談会の開催やセミナーを開催します。

一般継続 ■ ■P338

P338 ■ ■ 1-1

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

■

■政策

関連する SDGｓ 

※５年ごとに実施する「住宅・土地統計調査（総務省）」で実績値が算出されるため、各年の目標値の設定はしていません。 

 令和 2 年度の実績値は、平成 30 年度の統計調査の実績値が記載されています。 

屋上防水整備を実施した柳田団地３号棟 
上︓施工前 
下︓施工後 

高齢者の住み替え相談会の様子 
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３－８ 生活環境 

主な成果指標 

 

【展開方向１】地球温暖化対策の推進 

 

【展開方向２】生活環境の保全 

 
  

路上喫煙等防止過料件数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 80 80 80 80

実績（見込み）値 76 - - -
件

予算

説明書 R3 R4 R5

地球温暖化対策事業

(環境政策課)

公用車用EV充電スポット
整備事業

(財産活用課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P104
　温室効果ガス排出量の抑制の一環として、リースが満了する公用車両の
一部について、電気自動車を導入するにあたり、必要不可欠なEV充電設
備を整備します。

一般新規 ■

　地球温暖化対策実行計画に基づき、太陽光発電設備等への補助事
業、市民環境講座や緑のカーテンによる啓発等の事業を行います。
　令和３年度から、太陽光設備の設置を拡大するため、無償設置サービス
を提供する市内事業者に対する補助事業を開始します。

一般拡充 ■ ■ ■P249 政策

政策

予算

説明書 R3 R4 R5

路上喫煙の防止及びまち
をきれいにする事業

(環境政策課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

　路上喫煙等を防止し環境美化を推進するため、重点区域のパトロール、
クリーンボランティアによる地域清掃を行います。

一般継続 ■ ■ ■P251 政策

関連する SDGｓ 

路上喫煙防止パトロールの様子 市役所公用車駐車場 
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３－９ 廃棄物 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】ごみの減量化・資源化の推進 

 

【展開方向２】一般廃棄物の適正処理 

 
  

１人１日当たりのごみ発生量

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 801 801 794 789

実績（見込み）値 813 - - -
ｇ

資源化率

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 21.7 21.7 21.8 21.9

実績（見込み）値 26.0 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

ごみ減量・資源化事業

(クリーンセンター)

リサイクル推進事業

(クリーンセンター)

リサイクル館施設整備事
業

(クリーンセンター)

■

■

■経常P265

継続
　ごみの減量、分別促進を図るため、指定ごみ袋やアプリの導入、食品ロス
削減の先進地視察及び事業系排出者へのアンケートを実施します。

一般 経常

一般継続 ■

8-1

　集団回収を実施するリサイクル団体の活動支援やごみ減量化促進ポス
ターコンクールの開催及び各種講座等を開催します。

継続
　リサイクル館の機器の劣化が進んでいることから、機器類の性能を担保す
るため機器を整備します。

一般 政策 ■P268

■ ■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P265

予算

説明書 R3 R4 R5

ごみ焼却施設整備事業

(クリーンセンター)

クリーンセンター放射能対
策事業

(クリーンセンター)

廃棄物処理施設延命化
事業

(クリーンセンター)

政策P267
　ごみ焼却施設の安全操業、適正な廃棄物処理を実施するため、定期的
に設備を整備します。

一般継続 ■ ■ ■ 8-1

　国が設置する長期保管施設へ移設するまでの間、国に代わって指定廃
棄物を安全に一時保管します。また、焼却灰や排ガス等に含まれる放射性
物質のモニタリング測定を継続し安全を確保します。

一般P268

P268 継続

　ごみ焼却施設の長寿命化整備に向け、令和２年度に策定した長寿命化
総合計画に基づき、令和３年度に施設整備に係る仕様書の策定等を進め
ます。
　令和３年度　設計
　令和４年度　発注・整備工事
　令和５年度　整備工事

■

会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

一般 政策 ■

事業名
（所管課）

内容

■ 8-1

継続 ■ ■政策 ■

新継
区分

関連する SDGｓ 

集団回収のリサイクルステーション 長寿命化工事予定のクリーンセンター焼却施設 
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基本政策４ 賑わいと魅力のあるまち 

４－１ 地域経済 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】魅力ある事業者の育成・誘致 

 

【展開方向２】就労の支援 

 
  

創業数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 10 10 10 10

実績（見込み）値 4 - - -
件

就職個別相談就職者数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 60 60 60 60

実績（見込み）値 82 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

商店街空き店舗有効活
用事業

(商工振興課)

中小企業資金融資事業

(商工振興課)

創業支援事業

(商工振興課)

企業立地促進事業

(商工振興課)

■■■一般
　地域産業の発展と市民の雇用機会の拡充、市の財政の安定、まちの活
性化のため、本市への企業などの進出を促進します。

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

政策

政策

政策

■政策P290

継続P291

　創業者が空き店舗を活用して事業を開始する資金の一部を補助し、商
店街等の空き店舗を解消し地域の商業活性化を図ります。

一般継続 ■

　市内中小企業者の育成と振興に寄与するため、金融機関を通じた資金
融資の実施及び融資利息の一部補助を行います。

一般継続 ■

■ ■P290

　流山商工会議所や千葉県信用保証協会と連携し、創業者（５年未満）
を対象としたワンストップ相談窓口及び女性向け創業スクールを実施しま
す。

一般継続 ■ ■

■P288 ■ 5-1

予算

説明書 R3 R4 R5

就労支援セミナー企画運
営事業

(商工振興課)

地域職業相談室運営事
業

(商工振興課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P275 ■ ■政策

政策
　国（松戸公共職業安定所）との連携により、国の相談員２名と市の地域
職業相談員１名を配置し、相談業務や企業への紹介手続きを行うなど、
地域就労需要に対応した就職活動への支援を行います。

一般継続 ■ ■ ■P274

　求職者を支援するため、ジョブサポート流山（地域職業相談室）において、
各種就労支援セミナーの開催や就職までの継続的な指導を行う就職個別
相談を実施します。令和３年度より、地域就職氷河期世代支援加速化
交付金を活用し「就職氷河期世代支援コース」を新設します。

一般拡充 ■

関連する SDGｓ 
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４－２ 農業 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】農業経営改善の充実 

 

【展開方向２】農業への理解の促進 

 
  

新規認定就農者数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 2 0 0 0

実績（見込み）値 2 - - -
人

学校給食への流山産米の出荷量
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 198 183 214 224

実績（見込み）値 189 - - -
ｔ

予算

説明書 R3 R4 R5

認定農業者支援事業

(農業振興課)

農業振興資金融資及び
利子補給事業

(農業振興課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

一般継続 ■ ■P283

■
　農業後継者、新たに農業を営む者等に、融資機関を通じて農業振興資
金を貸し付け、利子の一部を補給し都市農業の安定的な継続ができる効
率的な農業経営の拡大を図ります。

一般継続 ■ ■

　本市農業の中心的な役割を担っている認定農業者が購入する環境配
慮型農業資材費の一部を支援することにより、生産規模の拡大及び効率
化を図り、更なる農業振興を推進します。環境配慮型農業資材の購入を
促進することにより、減農薬、化学肥料使用の削減に繋がり環境にやさしい
農業を推進します。

P282 政策

政策 ■

予算

説明書 R3 R4 R5

学校給食地産地消推進
事業

(農業振興課)

市民農園事業

(農業振興課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P283 ■ ■

■P282 一般継続 ■ ■政策

継続
　遊休農地等を土地所有者から借上げ、市民農園として市民が農作業を
実践する場、家族や市民相互のふれあいの場として有償提供するとともに、
更なる遊休農地の有効活用を図ります。

一般 経常 ■

　地産地消を推進し、流山産米を市内小中学校及び保育所の給食に提
供するため、水稲生産者等を助成することで安定的に通年供給できるよう
確保します。なお、学校給食については、米以外にも地元野菜の供給拡
大を促進します。

関連する SDGｓ 

住宅地内での露地野菜の栽培 



Ⅷ 施策別主要事業 

基本政策４ 賑わいと魅力のあるまち 

41 

 

４－３ ツーリズム 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】地域資源を活かしたツーリズムの振興 

 

【展開方向２】来訪者の受入体制の充実 

 
  

利根運河地域の来訪者数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 77,000 80,000 82,000 82,000

実績（見込み）値 48,000 - - -
人

流山本町地域の来訪者数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 200,000 300,000 320,000 320,000

実績（見込み）値 46,000 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

流山版ＤＭＯ推進事業

(流山本町・利根運河
ツーリズム推進課)

流山本町・利根運河ツー
リズム推進事業

(流山本町・利根運河
ツーリズム推進課)

政策 ■
　流山本町及び利根運河地域の歴史的建造物を活用し、飲食店やギャ
ラリー、観光情報の発信等を行う拠点を創出します。また、地域情報誌掲
載による観光PRを行い、来訪者の増加を図ります。

一般継続 ■ ■

　観光地域づくりの舵取り役として官民連携により設立された法人である流
山版DMO（株式会社流山ツーリズムデザイン）の活動を支援し、観光振興
を推進します。

一般拡充 ■ ■ ■

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

政策

新継
区分

事業名
（所管課）

P296

P294

予算

説明書 R3 R4 R5

利根運河地区ツーリズム
環境整備事業

(流山本町・利根運河
ツーリズム推進課)

流山本町地区ツーリズム
環境整備事業

(流山本町・利根運河
ツーリズム推進課)

政策P296 ■ ■ 1-2■

政策

一般継続

　流山本町地域の歴史的建造物を活かしたツーリズム環境の整備を行い、
観光振興及び交流人口の増加を図ります。

一般継続 ■ ■ ■

　利根運河地域の歴史や自然環境を活かしたツーリズム環境の整備を行
い、観光振興及び交流人口の増加を図ります。

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P296

関連する SDGｓ 

観光・交流センターに改修予定の旧割烹新川屋本館 歴史的建造物を活用した店舗が点在する流山本町の町並み 
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基本政策５ 誰もが自分らしく暮らせるまち 

５－１ 高齢者福祉 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】多様な生きがいづくり 

 

【展開方向２】地域ぐるみ支え合い体制づくり 

 
  

特別養護老人ホーム入所希望待機者数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 250 200 200 200

実績（見込み）値 270 - - -
人

認知症サポ―タ―養成数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 2,500 2,500 2,500 2,500

実績（見込み）値 799 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

高齢者等市内移動支援
バス事業

(高齢者支援課)

高齢者ふれあいの家支援
事業

(高齢者支援課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P170

P169

■

■
　空家等を利用して、閉じこもりがちな高齢者が自由に集まり、他の高齢者
や子供たちとのふれあいや健康づくり趣味活動ができる場所を提供する個
人・団体等を支援します。

一般継続 ■ ■

　市内の事業所等の協力のもと、送迎バスの空席を活用し高齢者の活動
範囲の拡大を支援し、高齢者の積極的な社会参加を促進します。

一般継続 ■ ■政策

政策

予算

説明書 R3 R4 R5

在宅高齢者介護予防・
生活支援事業

(高齢者支援課)

地域福祉センター整備事
業

(高齢者支援課)

在宅医療介護連携推進
事業

(介護支援課)

地域包括支援センター委
託事業

(高齢者支援課)

高齢者の保健事業と介
護予防の一体的事業

(高齢者支援課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P171 ■ ■

P568 ■ ■

■

1-2P181

P569 政策

政策

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自
分らしい暮らしができるよう在宅医療と介護を一体的に提供するために、医
療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進します。

介護継続 ■ ■

　利用者に安全で快適な環境を提供するために、高齢者及び障害者福祉
に関する複合施設である地域福祉センターのエレベーターの改修工事を実
施します。
　令和３年度　改修工事

一般継続 ■

P174 政策 ■ ■

　介護保険の被保険者が要介護状態となることを予防するため、心身の状
況や環境等に応じ、包括的な援助や福祉の増進を図るための包括的支
援事業を実施し、地域住民の健康の維持及び生活の安定のための援助を
行う、地域包括支援センターの事業運営を委託します。

介護 ■政策

　高齢者の保健事業（国保データベースから抽出したハイリスク者への専門
職の訪問による個別相談・指導）と介護予防事業（専門職による集いの場
への積極的な関与）を一体的に行いフレイル（虚弱）の予防を図ることで、要
介護状態への進行の予防及び健康寿命の延伸を図ります。

一般新規

政策

　公共交通機関の利用が困難なひとり暮らしで非課税世帯の高齢者等に
対して、自宅の玄関から病院等の利用施設までの移動及び乗降の介助を
支援します。
　また、理美容店へ出向くことが困難な高齢者に対し、訪問による理美容
サービスを提供し、移動・出張に要する費用を助成します。

一般継続 ■

継続

■

関連する SDGｓ 
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【展開方向３】介護体制づくり 

 

  

予算

説明書 R3 R4 R5

介護人材確保支援事業

(介護支援課)

特別養護老人ホーム整
備支援事業

(介護支援課)

高齢者介護予防普及啓
発事業

(高齢者支援課)

認知症施策推進事業

(介護支援課)

■

P565

P571

政策

　認知症に関する知識の普及及び啓発を行います。また、認知症の疑いの
ある方や認知症の方等へ早期に対応できるよう相談支援体制の構築を図
ります。

介護継続 ■ ■政策

　特別養護老人ホームの入所待機者の解消に向け、高齢者支援計画に
基づいて計画的に施設整備を進めます。

介護継続 ■ ■ ■-

継続

  介護人材確保を目的として国、県の介護人材確保対策事業と連携しな
がら市内の介護保険施設、事業所の就業者の確保を目的とした事業を実
施します。
 また、市単独事業として、介護福祉士の資格を取得して市内の介護施設
等に勤務しようとする介護福祉士の養成施設等の在学者へ就学資金の貸
し付けを行います。

介護 政策

－

P541 ■ ■

　介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるような地域社会の構
築を目指して、介護予防教室を実施します。
　また、知識の普及啓発を目指し、パンフレットの作成、配布を行います。

介護継続 ■ ■ ■

■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

南部高齢者なんでも相談室 

（地域包括支援センター） 

高齢者ふれあいの家での健康麻雀教室の様子 
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５－２ 障害福祉 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】障害福祉サービスの充実 

 

【展開方向２】自立と社会参加の促進 

 
  

相談支援を利用している障害者の人数

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 2,300 2,400 2,500 2,800

実績（見込み）値 2,449 - - -
人

障害児通所支援事業所利用者

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 4,800 8,424 9,660 11,028

実績（見込み）値 7,102 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

障害者自立支援給付事
業

(障害者支援課)

つばさ学園療育相談事
業

(児童発達支援センター)

障害児通所支援事業

(障害者支援課)

障害者グループホーム等
運営費補助事業

(障害者支援課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P163 ■ ■

P198

政策

経常

P166 ■ ■ ■

　心身の成長や発達に心配のある乳幼児及び児童に対し、相談、面接、
診察、検査などを行い、総合的な相談を通して、社会的な自立と地域生
活に向けて支援します。

一般継続 ■ ■P222 ■政策

継続
　障害者等が自立した日常生活及び社会生活を送るために居宅介護
（ホームヘルプ）、施設入所、就労支援、人工透析の費用の支給等、国が
定める介護、訓練、補装具、医療の給付を行います。

一般 経常 ■

　児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援等のサービ
スを行う民間施設及びつばさ学園に対して、障害児福祉サービスに係る給
付を行います。
　また、すべてのサービス利用者に障害児相談支援を行います。

一般継続 ■ ■ ■

　小規模なグループホームの運営費の一部を助成し、経営の安定化を図
り、入居者の自立と社会参加の促進を図ります。

一般継続

予算

説明書 R3 R4 R5

障害者地域生活支援事
業

(障害者支援課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P165 政策
　障害者等が地域で自立した生活を送るための相談支援、手話等による
意思疎通支援、日常生活用具の給付、訪問入浴サービス、地域活動支
援センター等による支援を行います。

一般継続 ■ ■ ■

関連する SDGｓ 

さつき園での就労支援（除草作業）の様子 
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５－３ 地域福祉 

主な成果指標 

 

【展開方向１】地域福祉の推進 

 

【展開方向２】生活困窮者支援 

 

  

地域支え合い活動協力自治会

単位 R2 R3 R4 R5

目標値 5 5 5 5

実績（見込み）値 3 - - -
団体

予算

説明書 R3 R4 R5

福祉会館整備事業

(社会福祉課)

地域支え合い活動推進
事業

(社会福祉課)

■ ■ ■ 1-2

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P179

P158

政策

政策 ■

　市民の健康と福祉の増進を図るため、地域福祉活動の拠点としての福
祉会館の改修を行います。
　令和３年度　外壁改修工事（南流山）
　　　　　　　　　フェンス設置及び敷地内通路整備工事（下花輪）
　　　　　　　　　ガラス飛散防止の改修工事（西深井、南流山、平和台、
　　　　　　　　　下花輪）

一般継続

　孤立死防止と災害時の支援のために、地域における日常からの支え合
い・見守りを推進します。

一般継続 ■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

生活困窮者自立支援事
業

(社会福祉課)

生活保護法等に基づく扶
助事業

(社会福祉課)

被保護者健康管理支援
事業

(社会福祉課)

継続 ■ ■

P227 ■ ■

強

靭
化

経常

政策

政策

P155

継続

　生活保護受給者に各種扶助（生活・教育・住宅・医療・介護・出産・生
業・葬祭）を適正に実施します。
　また、就労支援を始めとする自立支援プログラムの充実やハローワークとの
連携により、保護受給者の経済的自立の支援を図ります。

一般

-

■
　生活困窮者を対象に、自立に向けた包括的・継続的な支援を行いま
す。

一般

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度

■

　生活保護法に基づき、生活保護受給者へ経済的自立のみならず医療と
生活の両面から支援を行います。
　被保護者の生活習慣病等の予防や重症化を予防するため、レセプトデー
タを活用し、分析、健康課題を整理するとともに個別支援計画を策定し、
対象者への保健指導、生活支援を個別に実施します。

一般継続 ■ ■ ■

関連する SDGｓ 
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５－４ 共生社会 

主な成果指標 

 

 
 

【展開方向１】人権尊重・男女共同参画の社会づくり 

 

【展開方向２】多文化共生社会づくり 

 

【展開方向３】平和施策の推進 

 
  

男女が平等に扱われていると思う市民の割合
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 33.7 35.3 36.9 38.5

実績（見込み）値 39.8 - - -
％

国籍や性別等にかかわらず平等に扱われていると思う市民の割合
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 - 83.0 83.5 84.0

実績（見込み）値 82.4 - - -
％

予算

説明書 R3 R4 R5

人権啓発活動活性化事
業

(秘書広報課)

男女共同参画社会づくり
事業

(企画政策課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

政策

政策 ■

P95

　法務省の人権啓発活動活性化事業の一環として、人権に関する講演
会等のイベントを開催します。また、中学生を対象とした「人権講演会」、小
学生を対象とした「人権教室」及び「人権の花運動」を通じて人権思想の
普及啓発を図ります。

一般継続 ■ ■

　第４次プランに基づき、市民及び職員等の男女共同参画意識の向上を
図るための各種講座を実施するとともに、様々な悩みを抱える女性を対象
に自らの力で問題を解決できるよう相談業務を実施します。

一般継続 ■ ■P109

予算

説明書 R3 R4 R5

多文化共生推進事業

(企画政策課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

　多文化共生社会の実現を目指し、在住外国人が安心して暮らせるよう
に相談窓口を設置するとともに、多文化共生意識の醸成を図るための講座
を実施します。

一般継続 ■ ■ ■P77 経常

予算

説明書 R3 R4 R5

平和施策事業

(企画政策課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P109 継続
　平和都市宣言に基づき、次世代に平和への想いを繋ぐための活動とし
て、平和大使の広島派遣、平和ポスター展、ユニセフ平和教室、千羽鶴の
募集などの事業を実施します。

一般 ■ ■ ■政策

関連する SDGｓ 

平和ポスター展 女性のための課題解決セミナー 

※令和 2 年度まちづくり達成度アンケートから指標を変更しているため、令和 2 年度の目標値の設定はありません。 
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基本政策６ 子どもをみんなで育むまち 

６－１ 子ども・子育て 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】子どもを産み育てやすい環境づくり 

 

【展開方向２】保育サービスの充実 

 

待機児童数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 39 0 0 0

実績（見込み）値 26 - - -
人

児童虐待による死亡児童数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 0 0 0 0

実績（見込み）値 0 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

児童館・児童センター整
備事業

(子ども家庭課)

ファミリーサポートセンター
支援事業

(子ども家庭課)

妊娠・出産・子育てサポー
ト事業

(健康増進課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

　ひとり親家庭等の就労の支援および育児の負担の軽減を図るために、ファ
ミリーサポートセンターの援助活動を利用した場合に、その利用の一部を助
成します。
　令和３年度からは、助成対象を２人以上の多胎児世帯にも拡大します。

一般拡充 ■ ■ ■

政策

政策

政策

　すべての妊婦が安心して出産・育児に臨めるよう、妊娠早期から不安や
困りごとについての相談に応じ、解決に向けた支援をします。
　令和３年度からは、「産前産後サポート事業」を加え、多胎児のパパママを
対象に妊娠時からの情報提供を始め、多胎児育児経験者との交流をする
ことにより、多胎ママの負担感や孤立感の解消を図ります。また、支援者の
いない妊婦を対象に仲間づくりや、不安解消を目的としたグループの定期的
な開催を市内の助産院に委託し、実施します。

一般拡充 ■ ■ ■

　児童の健全な遊びの場を提供するため、令和４年度開館に向けて、南流
山中学校敷地内に、子育て支援施設（児童センター及び子育て世代活動
支援センター）を整備します。なお、同施設に、一体の複合施設として地域
図書館を整備します。
　令和３年度　建設工事
　令和４年度　建設工事

一般継続 ■ ■P208

P194

P231

予算

説明書 R3 R4 R5

送迎保育ステーション事
業

(保育課)

病児保育事業

(保育課)

私立保育所等運営補助
事業

(保育課)

私立保育所整備補助事
業

(子ども家庭課)

　待機児童の解消を図るため、市内に私立保育所を整備する事業者に対
して費用の一部を補助します。

一般継続 ■

P190

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

　私立保育所等の運営に要する経費の一部に対し、私立保育所等を設
置経営する社会福祉法人等に補助金を交付します。
　令和３年度から、新たに保育士の業務負担の軽減及び離職防止を図る
ために、保育士の補助を行う者を雇い上げた場合の費用の一部を補助し、
保育士の確保を行います。

一般拡充 ■ ■ ■P189

　流山おおたかの森駅前と南流山駅前の２か所の送迎保育ステーションから
市内全域の保育所へ児童を送迎し、待機児童の解消及び児童の送迎に
係る保護者の負担軽減を図ります。

一般継続 ■ ■ ■

継続 政策

経常

　保育所等に通所中の児童が、病気中・病気回復期において集団保育が
困難な期間に、当該児童の一時的な預かりを行います。令和３年度は、
「病児対応型・病後児対応型」を３箇所、「病後児対応型」を１箇所で実
施します。

一般

政策

政策

P213 ■ ■

P190 ■ ■

実施年度 強
靭

化

■
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【展開方向３】学童クラブの充実 

 

【展開方向４】養育環境への配慮 

 

【展開方向５】青少年の健全育成の促進 

 
  

予算

説明書 R3 R4 R5

小規模保育事業所整備
補助事業

(子ども家庭課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

政策
　多様な保育ニーズにきめ細かく対応するため、市内に定員１９名以内の
小規模保育事業所を整備する事業者に対して、費用の一部を補助しま
す。

一般継続 ■ ■ ■P191

予算

説明書 R3 R4 R5

学童保育運営事業

(教育総務課)

学童クラブ施設整備事業

(教育総務課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P217 ■ ■ 1-2

経常
　学童クラブ運営に係る消耗品や備品の整備、障害児受け入れに伴う業
務、放課後児童支援員の処遇改善業務委託等を行います。

一般拡充

　児童数の増加に対応するため、新たな学童クラブを創設します。また、老
朽化している学童クラブのガスエアコンを更新します。
　令和３年度
　　流山小学校区第１おおぞら学童クラブガスエアコン更新
　　（仮称）小山小学校区第５学童クラブの創設

一般 政策 ■拡充

■ ■ ■P214

予算

説明書 R3 R4 R5

ひとり親家庭等生活向上
事業

(子ども家庭課)

要保護児童対策事業

(子ども家庭課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

政策

経常P196

P204

　要保護児童等の早期発見や適切な保護を図るため、児童相談所、警
察、医療機関などの関係機関等との情報共有と連携を強化し、子どもや
家庭に迅速・適切なサポートを図ります。

一般継続 ■ ■ ■

　子どもの貧困の連鎖を防止するため、生活困窮者世帯の中学校３年生
の子どもが学習塾へ通えるよう支援します。
　令和３年度からは、助成対象を中学校３年生のみから中学校２年生も対
象とし、範囲を拡大します。

一般拡充 ■ ■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

青少年相談事業

(生涯学習課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

経常P448
　青少年やその保護者が一人で悩むことがないよう、青少年専門相談員に
よる電話、訪問及び相談室での相談を充実します。

一般継続 ■ ■ ■

病児保育の様子 私立保育所での保育の様子 
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６－２ 学校教育 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】確かな学力の育成 

 

【展開方向２】教育環境の整備 

 

地域による学校支援年間参加延べ人数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 46,600 46,800 47,000 47,200

実績（見込み）値 42,099 - - -
人

教育用コンピュータ1台当たりの児童生徒数
単位 R2 R3 R4 R5

目標値 9.7 1.0 1.0 1.0

実績（見込み）値 1.0 - - -
人

予算

説明書 R3 R4 R5

小学校英語活動推進事
業

(指導課)

小学校教育指導運営事
業

(指導課)

中学校ＡＬＴ配置事業

(指導課)

中学校教育指導運営事
業

(指導課)

地域による学校支援事業

(指導課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P394 ■ ■

P385 ■ ■継続

■

　中学校区に地域学校協働本部を設置し、各学校に配置したコーディ
ネーターが、中学校区の学校（小学校２校または１校、中学校１校）とボラン
ティアを希望する地域住民との調整を図りながら、学校支援ボランティアを派
遣し、児童生徒の教育活動の充実を図ります。

一般 政策 ■

P384

P385

P407

一般継続

政策

経常

政策

経常

　児童の読書教育推進のため、学校図書を購入するとともに、学校図書館
司書を配置します。

一般継続

■ ■
　外国語指導助手（ALT）を中学校全校に配置し、幅広い外国語教育の
推進を図ります。学校生活のなかでの生徒との日常的な関わりを通して、
「活用できる英語」の習得を図ります。

　小学校外国語教育の推進のために、英語に堪能で外国の文化や生活
に精通した英語活動指導員及び外国語指導助手（ALT）を配置します。
　３年生から６年生までの授業で学級担任とのティームティーチングができる
体制を整え、教育内容の充実と向上を図ります。

一般継続 ■ ■ ■

■

　生徒の読書教育推進のため、学校図書を購入するとともに、学校図書館
司書を配置します。

一般継続 ■ ■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

ＩＣＴ学習空間整備事業

(指導課)

給食室等改修事業

(学校施設課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P388

P465 ■ ■ 1-2

■

　児童生徒の情報活用能力の育成を図るために、GIGAスクール構想に伴
うタブレット端末、校内ネットワーク環境及びその他ＩＣＴ機器を整備します。
　令和３年度　ＧＩＧＡスクール構想業務委託、タブレット端末整備　等
　令和４年度　システム管理・運営
　令和５年度　システム管理・運営

一般拡充 ■ ■

継続
　長崎小学校の給食室を建替えて、児童数増加に対応するとともに、流山
小学校及び八木中学校の調理室へのエアコン設置並びに、八木北小学校
の給食室増築工事を、令和２年度からの継続事業として実施します。

一般 政策 ■

政策

関連する SDGｓ 
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【展開方向３】児童・生徒の安全確保と健康増進 

 
  

予算

説明書 R3 R4 R5

新設中学校建設事業

(学校施設課)

八木北小学校校舎等建
設事業

(学校施設課)

新設小学校（おおたかの
森地区）建設事業

(学校施設課)

新設中学校（大畔地区）
備品整備事業

(学校教育課)

新設中学校（大畔地区）
整備事業

(教育総務課)

南流山中学校移転事業

(学校施設課)

担任サポート教員配置事
業

(学校教育課)

南流山中学校移転先用
地・建物買取事業

(学校施設課)

　令和４年４月に開校を予定しているおおぐろの森中学校に必要な教材消
耗品（各教科用、保健用、施設用）等を整備します。

一般 政策 ■

■

P405 ■ 1-2

■P405
　令和４年４月に開校を予定しているおおぐろの森中学校に必要な教育備
品（校具用、各教科用）を整備します。

一般新規 ■

継続

　八木北小学校の児童数増加により、教室が不足することから、令和２年
度に校舎増築を終えました。併せて既存校舎の改修を令和元年度からの
継続事業として実施します。
　また、屋内運動場（体育館）についても、児童数増加に対応するための増
築工事を令和２年度からの継続事業として実施します。

一般 政策

新規

政策

政策

　おおぐろの森小学校の開校及び、小山小学校の児童数増加により、進学
先となる中学校の需要増に対応するため、令和４年４月の開校に向けて、
おおぐろの森中学校の建設を進めます。
　令和３年度　建設工事

一般 ■

■ ■ ■

　南流山中学校の移転先となる、東洋学園大学旧校舎の用地及び建物
を取得します。
　令和３年度　建物取得
　令和４年度　建物取得
　令和５年度　建物取得

一般 ■ ■ ■

政策

継続

新規

新規

政策 1-2

会計

　おおたかの森小学校区の児童数増加に対応するため、令和６年４月の開
校に向けて、当該地区に（仮称）市野谷小学校の建設を進めます。
　令和３年度　設計
　令和４年度　設計・建設工事
　令和５年度　建設工事

一般継続 ■ ■ ■ 1-2P400

P408

新継
区分

事業名
（所管課）

内容

P399 1-2

　南流山小学校区の児童数増加に対応するため、南流山中学校を東洋
学園大学旧校舎へ移転する整備を進めます。
　令和３年度　設計
　令和４年度　設計・改造工事
　令和５年度　改造工事

一般新規 ■ ■P409

P381

■ 1-2

政策

P410 政策

　学級編制において、国の学級編制標準を適用する学級に対し、担任業
務をサポートする教員を配置します。

一般

1-2

予算
区分

実施年度 強

靭
化

予算

説明書 R3 R4 R5

子ども専用いじめホットラ
イン相談事業

(指導課)

いじめ等防止対策推進
事業

(指導課)

学校給食施設管理事業

(学校教育課)

学校サポート看護師派遣
事業

(学校教育課)

　いじめや学校生活で悩む児童生徒からの相談に、専門相談員が電話や
メールで対応し、いじめの早期発見・早期解決を図ります。
　また、中学生には「いじめ報告・相談アプリSTOP it」を活用し、相談環境
の充実に努めます。

一般

　小中学校の児童生徒の健康管理及び保健教育の向上を図るため、市
域を４地区に分け、各地区の小学校１校、中学校１校へ１人ずつ合計８人
の看護師を配置します。
　また、医療的ケアを要する児童生徒に対応するため、２名の看護師を配
置します。

一般継続 ■ ■

P389

P390

P456

　学校給食調理業務に必要な消耗品や備品を整備するとともに、給食設
備の点検・清掃及び害虫駆除等を行うことにより、安定的な給食の提供と
衛生管理の徹底を図ります。

■

　いじめ、不登校、児童虐待など児童生徒が置かれた環境への働き掛けや
関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整を行うスクールソーシャル
ワーカーを配置します。
　また、いじめや不登校などの予防と対策のためにハイパーＱＵ（学級集団
アセスメント）検査を実施します。

一般継続

■

■

■

経常一般

■ ■ ■

継続

強

靭
化

継続 政策 ■

政策

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度

P466 ■ ■

政策
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計画を推進するために 

１ 財政運営 

 

２ 資産活用 

 

３ 組織・人材 

 

４ 行政経営 

 

予算

説明書 R3 R4 R5

市税等納付コールセン
ター事業

(税制課)

会計
予算
区分

実施年度 強
靭

化

P137
　現年度課税の滞納整理を強化し収納率の向上、収納額の増加及び累
積滞納を防止し、安定した財源確保を図るため、現年度課税分に特化し
電話等による催告業務を民間委託により行います。

一般継続 政策 ■

新継
区分

事業名
（所管課）

内容

■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

ファシリティマネジメント推
進事業

(財産活用課)

本庁舎施設管理計画事
業

(財産活用課)

通訳タブレット導入事業

(市民課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P101 ■ ■ 1-2

P102

　本庁舎が老朽化していることから、長寿命化を図るものです。また、劣化
が著しい設備等を改修し、災害時の活動拠点となる本庁舎を良好な状態
に保ちます。
　令和３年度　受変電設備改修、蓄電池設備改修
　令和４年度　自動火災報知設備更新、第２庁舎LED化
　令和５年度　屋上防水改修、第２庁舎LED化

一般 政策 ■

政策

政策P140

継続

　南流山出張所及び江戸川台駅前出張所に１３ヶ国語及び手話（日本
手話）通訳タブレットを配備し、インターネットを通して通訳士と会話形式ま
たは手話形式で通訳を行うことで、円滑かつ快適な窓口サービスを提供しま
す。

一般新規 ■ ■ ■

　各種FM施策を実施することで、市全体の資産の質を向上させ、最適化
を図るとともに、施設の改修等営繕に関する設計・監督を行い、長寿命化
を図ります。

一般継続 ■ ■ ■ 1-2

予算

説明書 R3 R4 R5

職員研修事業

(人材育成課)

政策法務推進事業

(総務課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P81 継続 ■ ■

経常

政策 ■

　職員一人ひとりの資質の向上や専門知識の習得を図るため、担当部門
や勤続年数に応じた研修を実施します。
　また、組織外からの知識や情報を組織内に吸収し、組織としての創造性
を高める効果的な方策として政策自主研修を行う職員に研修助成し、意
欲のある職員を育成します。

一般継続 ■ ■P84

　政策法務推進計画に従い、政策法務研修計画に基づく研修の実施等
の人材の育成、政策法務主任の設置等の組織の充実、法令・判例の解
説等の入手を容易にする環境の整備、行政リーガル・ドック事業等の予防
法務の実施により政策法務を推進します。

一般

■

予算

説明書 R3 R4 R5

広聴活動事業

(秘書広報課)

見やすく分かりやすいホー
ムページ運営事業

(秘書広報課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P94 ■ ■

経常

　市の公式ホームページについて、CMS（コンテンツマネジメントシステム）を利
用した管理・運営を行い、「見やすく」「探しやすい」情報提供を行うことで、
流山市民はもとより市外の方や企業の方にも流山市の魅力や各種情報を
タイムリーに発信します。

一般継続 経常 ■

　書簡や電子メールにより市民の意見等を幅広く収集するほか、定期的に
タウンミーティングを開催して市民の声を直接伺います。
　頂戴した意見等については所管課と連携して対応を行い市政へと反映さ
せます。

一般継続 ■ ■ ■P95
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５ マーケティング 

 

予算

説明書 R3 R4 R5

広報発行事業

(秘書広報課)

ＴＸ沿線整備地区の字の
区域の名称変更事業

(総務課)

全庁ＬＡＮ整備事業

(情報政策・改革改善課)

インターネット議会中継シ
ステム事業

(議会事務局)

議会ＩＣＴ推進事業

(議会事務局)

公文書一元管理事業

(総務課)

成年後見制度中核機関
運営事業

(高齢者支援課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

P93 ■ ■

政策

経常

政策

政策

政策

政策
流山市議会のホームページ上で本会議の映像を公開し、市民などに対して
情報の共有化を図ります。併せて、手話同時通訳中継を行い、より分かり
やすく市民に開かれた市議会を目指します。

公文書を一元的に管理することにより、市民等の情報公開の申請又は要
望に適切に対応します。また、将来の市民に過去の行政の状況を公文書
を通じて引き継ぎます。

一般継続 ■

政策

P78

P72

P73

P542

　職員利用のパソコン・プリンタ・通信機器、ファイルサーバ・グループウェア・統
合型GIS等の各システム、ネットワーク環境の整備及び情報セキュリティ対策
を実施します。

一般継続

　流山市議会ICT推進基本計画に基づき、市議会ホームページの充実とセ
キュリティの向上を図り、オープンデータの活用を継続することによって、より一
層市民に開かれた市議会を目指します。

一般継続 ■

一般継続

■

■

■

■

■ ■

■ ■

■

　つくばエクスプレス沿線整備地区で進められている土地区画整理事業の
換地処分に合わせ、当該地区の字の区域及び名称の変更を行います。
　木地区については、換地処分が令和５年度に行われるため、住所変更
通知書の作成等の業務を令和４年度・５年度に継続して実施します。

一般継続 ■ ■

P93

P125

　広報ながれやま（月３回。年間３７回のうち３回は特集号、年１回の号外
特集号）をよりタイムリーな紙面構成で発行し配布（新聞折り込みや宅配な
ど）します。
　また、市ホームページや携帯電話のメール、スマートフォンのアプリなどを活
用した情報サイト、各メディアへのパブリシティ（マスメディアへの情報提供）な
どを通じて市政情報を広く発信します。

一般継続

■ ■ ■

　成年後見等の権利擁護が必要な人が、早期の段階から相談に繋がると
共に、必要な制度を利用できるように、社会福祉協議会に中核機関として
の役割である広報機能、相談機能、利用促進機能、後見人支援機能の
業務を委託します。

介護新規 ■ ■ ■

予算

説明書 R3 R4 R5

流山市ブランド確立と住
民誘致の推進事業

(マーケティング課)

新継
区分

事業名
（所管課）

内容 会計
予算
区分

実施年度 強

靭
化

政策一般継続P111 ■ ■ ■
　「住み続ける価値の高いまち」としての流山市の都市ブランド確立を推進し
ます。市の知名度とイメージの向上を図るための情報発信とイベントを行い、
住民誘致の促進と市民満足度を高める活動を行います。

流山市ブランドマーク 
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Ⅸ 国土強靭化地域計画における脆弱性評価結果 

（１）基本的な進め方  

強靱化は、いわば本市のリスクマネジメントであり、仮に起きれば本市に致命的な影響が生じると

考えられる「起きてはならない最悪の事態」を想定し、この事態を回避するために何をすべきか、と

いう観点から、全庁的に取組を検討しました。 

（２）評価の手順  

強靱化する上での目標の明確化 

・強靱化を推進するために重要な目標を設定します。 

         ▼ 

起きてはならない最悪の事態の設定 

・リスクが発生した場合を想定し、目標の実現を妨げる最悪の事態を設定します。 

         ▼ 

脆弱性の評価（分析、課題の抽出） 

・地域の強靱化を進めるうえで、起きてはならない最悪の事態に対する脆弱性を分析し、課題を抽出

します。 

         ▼ 

強靱化のために必要な取組の検討 

・脆弱性評価の結果をもとに、取り組むべき施策の検討を行います。 

（３）想定されるリスク  

千葉県国土強靱化地域計画（以下「県計画」という。）に示されている大規模災害のうち、本市の

地域特性を考慮し、次の２つの大規模災害によるリスクを想定します。 

なお、地震については、本市の地域防災計画において想定している東京湾北部地震や茨城県地震の

被害状況を想定しています。 

大規模災害 災害規模 

地震 東京湾北部地震 

茨城県南部地震 

洪水 一級河川江戸川等の堤防の決壊 
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（４）「事前に備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」の設定  

４つの基本目標を基に、「国土強靱化基本計画」および「県計画」との整合を図り、本市の地域特

性を踏まえたものとして「事前に備えるべき目標」として８つの目標を設定し、その妨げとなるもの

として、３１項目の「起きてはならない最悪の事態」を設定しました。 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 

1 大規模自然災害が発生

したときでも人命の保

護が最大限図られる 

1-1 火災や建築物倒壊等により、多数の死傷者が発生 

1-2 不特定多数が集まる施設の倒壊･火災 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

1-4 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死

傷者の発生 

2 大規模自然災害発生直

後から救助・救急、医

療活動等が迅速に行わ

れる（それがなされな

い場合の必要な対応を

含む） 

2-1 食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

2-2 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動

等の絶対的不足 

2-3 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期

途絶 

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルート

の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 疫病・感染症等の大規模発生 

3 大規模自然災害発生直

後から必要不可欠な行

政機能は確保する 

3-1 警察機能の大幅な低下による治安の悪化及び信号機の

全面停止等による重大交通事故の多発 

3-2 市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 大規模自然災害発生直

後から必要不可欠な情

報通信機能は確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な

者に伝達できない事態 

5 大規模自然災害発生後

であっても、経済活動

（サプライチェーンを

含む）を機能不全に陥

らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネ

ルギー供給の停止 

5-3 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

5-4 金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響

が発生 

5-5 食料等の安定供給の停滞 

6 大規模自然災害発生後

であっても、生活・経

済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水

道、燃料、交通ネット

ワーク等を確保すると

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石

油・LP ガスサプライチェーンの機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6-5 異常渇水等により用水の供給の途絶 
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ともに、これらの早期

復旧を図る 

7 制御不能な二次災害を

発生させない 

7-1 市街地での大規模火災の発生 

7-2 沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻

痺 

7-3 防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

8 大規模自然災害発生後

であっても、地域社

会・経済が迅速に再

建・回復できる条件を

整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・

復興が大幅に遅れる事態 

8-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コー

ディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の

不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態 

8-3 地域コミュニティや基幹インフラの崩壊、治安の悪化

等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

（５）プログラムごとの脆弱性評価結果  

強靱化は、いわば本市のリスクマネジメントであり、仮に起きれば本市に致命的な影響が生じると

考えられる「起きてはならない最悪の事態」を想定し、この事態を回避するために何をすべきか、と

いう観点から、全庁的に取組を検討しました。 
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１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

1-1 火災や建築物倒壊等により、多数の死傷者が発生 

（地震対策の推進） 

○市民の防災意識の向上を図るため、最新の情報を活用した地震ハザードマップを配布し、各地域におけ

る災害リスクを分かりやすく市民に伝える必要がある。 

（住宅・建築物の耐震化の促進） 

○耐震改修促進計画に基づき、住宅やブロック塀について、耐震診断やブロック塀の撤去、耐震補強工事

等に対する支援をするなど、住宅その他建築物の耐震化を促進する必要がある。（耐震改修促進事業

（住宅・建築物安全ストック形成事業）） 

（建築物の適切な管理） 

○老朽化した空家の倒壊等による被害を発生させないため、空家等対策計画を策定し、計画に基づいて適

切に管理されていない空家に対する各種施策を実施する必要がある。 

（道路の整備） 

○ 大規模な延焼を防ぐ効果のほか、避難経路や物資輸送などに必要な都市計画道路などの幹線道路の整

備、安全性・利便性・防災機能などを考慮した生活道路の整備、交通集中する交差点対策を推進する必

要がある。 

（無電柱化の推進） 

○大規模災害時に液状化や建物損壊等による被害を受けやすい電柱については、無電柱化を推進し、ライ

フラインの確保や道路閉塞の防止等、防災性の向上を図る必要がある。 

○また、消防署では地震による電柱倒壊の影響を受けないよう、緊急車両出入口の無電柱化を図る必要が

ある。 

（公園・緑地などの防災空間の整備） 

○災害時における避難場所や火災の延焼を防止するオープンスペースとしての防災上の役割が大きい公

園・緑地などの整備を推進する必要がある。 

（地域防災力の向上） 

○地域一丸となった災害対応体制を構築するため、消防団や自主防災組織等の充実強化や防災教育の推

進、家庭内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向上を

図る必要がある。 

（消防水利の整備） 

○消防水利を引き続き整備するとともに、既存の水利の機能を確保するために維持管理を実施する必要が

ある。 
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（火災予防対策等の推進） 

○震災による火災の発生の防止及び火災の早期発見並びに延焼を防止するため、感震ブレーカー、住宅用

火災警報器、消火器等の設置を促進する必要がある。 

（医療機関等との連携強化） 

○傷病者を速やかに医療機関へ搬送するため、医療機関との連携を強化する必要がある。 

1-2 不特定多数が集まる施設の倒壊･火災 

（公共施設等の整備・耐震化・長寿命化） 

○公共施設等は、災害時の避難所等として活用される場合も多いことから、人口規模に応じて整備を行う

必要がある。また、計画的な改修により維持管理を行うとともに、個別施設計画に応じた長寿命化等を

図る必要がある。 

○耐震化について、特定建築物に関しては耐震化が完了しているが、それ以外の建築物に関しては、耐震

改修促進計画に沿って耐震化を図る必要がある。 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

（大規模水害対策の推進） 

○市民の危機管理体制や自主避難体制の向上を図るために、最新の情報を活用した洪水ハザードマップや

内水ハザードマップを配布し、各地域における災害リスクを分かりやすく市民に周知する必要がある。 

（下水道（雨水）施設の整備） 

○大規模水害による被害を最小限にするため、下水道（雨水）施設の整備を促進する必要がある。 

（雨水排水施設の整備） 

○集中豪雨や局地的大雨による被害を最小限にするため、浸水被害の実績に応じた雨水排水施設の整備を

促進する必要がある。 

（雨水排水施設の維持管理） 

○雨水排水施設が適切な機能を維持するため、施設台帳を整備し計画的な維持管理を行う必要がある。 

○雨水排水施設の維持管理計画を作成し、施設の耐震化、長寿命化対策を促進する必要がある。 

1-4 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

（L アラート等による災害情報の伝達） 

○防災行政無線やＬアラート、防災ポータルサイト、安心メール等を通じ、市民が容易に必要な情報を入

手できる環境を構築する必要がある。 

（災害時避難行動要支援者対策の促進） 

○今後は、高齢化等の進行が懸念されることから、避難行動要支援者対策を効果的に進めるため、避難行

動要支援者名簿を活用し、地域ぐるみの支援体制の充実に取り組む必要がある。 
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（福祉避難所の指定促進） 

○福祉避難所の指定を促進するとともに、要配慮者が避難生活を送るために必要となる備品や設備などの

配備・充実、各種訓練等による災害対応能力を向上させる必要がある。 

（外国人に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達） 

○市内在住の外国人や訪日外国人が災害時に的確な行動がとれるよう、適切な情報提供を行う体制を整備

する必要がある。 
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２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない

場合の必要な対応を含む） 

２-1 食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

（上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築） 

○上水道の老朽化対策と合わせ耐震化を着実に推進するとともに、災害時に迅速かつ的確に応急給水活動

を実施できる体制を整備する必要がある。 

○災害時に水道施設への被害を最小限度に抑えるための施設整備を促進する必要がある。 

（支援物資の調達・供給体制の構築） 

○民間物流施設の活用、協定の締結等により、市と民間事業者等が連携した物資調達・供給体制を構築

し、実効性を高めていく必要がある。 

（迅速な道路啓開の実施） 

○大規模地震が発生した場合は、人命救助や支援物資搬入等を円滑に行えるよう、迅速な道路啓開による

通行機能の確保に向け、地元建設業者との協力体制の確立が必要である。 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備） 

○災害時の物資輸送に資する交通機能を確保するため、幹線道路や橋りょう、交通安全施設等の整備推進

及び適切な維持管理を行う必要がある。 

（備蓄品の確保） 

○家庭・事業所等における生活必要物資等の備蓄を促すとともに、備蓄目標に応じ備蓄倉庫に食料や資機

材を整備するとともに、民間事業者等と連携した供給体制を構築する必要がある。 

２-2 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足 

（常備消防力の強化） 

○消防において災害対応力に応じた組織（隊編成）体制の強化、消防車両の更新や新規車両導入による充

実、脱化石燃料車両への推進、各種装備資機材等の充実強化を推進する必要がある。 

（受援体制の整備） 

○警察・消防・自衛隊等の救援部隊を円滑に受け入れ、柔軟かつ迅速に被災者支援を実施するために、応

援受入体制を構築していく必要がある。 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 
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２-3 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

（消防署等における非常用発電設備等の確保） 

○停電時においても消防活動拠点となる消防署等の機能を確保するために、非常用発電設備の維持管理を

実施する必要がある。 

（災害時の石油類燃料の確保） 

○災害時における緊急通行車両や医療機関等へ優先的に燃料の供給を行うため、石油商業組合や石油連盟

との協定等に基づく供給体制の整備を図る必要がある。 

○災害時における消防車両へ燃料を供給するため、消防署への自家用給油設備を設置する必要がある。 

２-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

（帰宅困難者対策の検討） 

○帰宅困難者対策については、一時滞在施設の確保、安否確認や情報提供を行うための体制整備など、帰

宅困難者対策を構築する必要がある。 

２-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

（医療体制の整備） 

○災害時の救護活動を迅速に実施できるよう、流山市医師会をはじめとした医療関係団体等の協力体制を

構築する必要がある。 

２-6 疫病・感染症等の大規模発生 

（予防接種や消毒、害虫駆除等の実施） 

○感染症の発生・蔓延を防ぐため、平時から予防接種を促進する必要がある。また、消毒や害虫駆除等を

速やかに実施するための体制等を構築しておく必要がある。 

（避難所における衛生管理） 

○避難所など平時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、新型コロナウイルス感染症対策を

はじめ避難所における飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・指導、トイレやごみ保管場所の適正

管理などを実施する必要がある。 
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３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

３-１警察機能の大幅な低下による治安の悪化及び信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

（治安確保体制等の整備） 

○ 被災等による治安の悪化を防ぐため、防犯活動等に必要な体制、装備資機材の充実強化を図る必要が

ある。 

（信号機の停電対策） 

○ 停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交通事故を回避できるよう、警察への協力体制

を構築する必要がある。 

３-２市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

（業務継続体制の確保） 

○ 大規模地震等が発生した場合においても、市の重要な業務が中断せずに実施できるよう、また、業務

が中断した場合でもいち早く機能を再開させるために業務継続計画基づき、業務継続体制を確保すると

ともに、必要に応じて見直しを図り充実強化を図る必要がある。 

（地域防災力の向上） 

○（評価結果は１－１に記載） 

（防災訓練の実施） 

○ 総合防災訓練・図上訓練の実施については、自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連携し、地震等の

災害に即した実践的な実動訓練及び図上訓練など、応急対処能力の向上等を図るため、引き続き訓練を

実施する必要がある。 

（情報伝達手段の整備） 

○災害発生時に市から災害情報を確実に発信できるよう、防災関係機関の拠点となる施設において、情報

伝達手段の多様化を図る必要がある。 

（公共施設等の整備・耐震化・長寿命化）【再掲】 

○（評価結果は１－２に記載） 
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４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４-１電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

（電源途絶に対する予備電源の確保） 

○無線・有線電話等の情報通信システムに必要不可欠な電源が遮断され、使用不能となった場合、災害対

応に多大な影響を及ぼすことが懸念されることから、電源途絶に対する予備電源の確保を図る必要があ

る。 

（情報伝達手段の整備）【再掲】 

○（評価結果は３－２に記載） 

（消防署等における非常用発電設備等の確保） 

○（評価結果は２－３に記載） 

４-２テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

（メディアに対する情報提供） 

○ 災害時にメディア等に対し、被害情報、避難情報等を迅速かつ正確に提供する体制を整備する必要が

ある。 
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５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせ

ない 

５-１サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

（民間企業におけるＢＣＰの策定促進） 

○ 民間事業者が、災害発生時に事業を再開し継続できるように、事業継続計画（BCP）の策定を支援する

必要がある。 

（中小企業に対する資金調達支援） 

○ 金融機関と連携し、災害発生時における中小企業の資金調達を支援する必要がある。 

５-２社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

（民間企業におけるＢＣＰの策定促進）【再掲】 

○（評価結果は５－１に記載） 

５-３基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

（迅速な道路啓開の実施）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

５-４金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生 

（民間企業におけるＢＣＰの策定促進）【再掲】 

○（評価結果は５－１に記載） 

５-５食料等の安定供給の停滞 

（迅速な道路啓開の実施）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（備蓄品の確保）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（食料安定供給のためのほ場整備） 

〇大規模自然災害による全国的な食料不足等に備え、食料供給基地として、生産性の高い農業を実現する

ため、ほ場整備を推進する。 
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６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃

料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６-１電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LP ガスサプライチェーンの機能の停止 

（ライフラインの確保） 

○災害時における電力確保の多元化や早期復旧に向けた民間事業者との連携強化などを検討する必要があ

る。 

６-２上水道等の長期間にわたる供給停止 

（上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

６-３汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

（下水道施設の計画的な維持管理・更新） 

○下水道施設の老朽化による被害拡大を防止するため、計画的な点検・調査を実施し、施設の修繕・改築

等、適切な維持管理を推進する必要がある。 

（し尿処理体制の整備） 

○災害時には上下水道の被害等で水洗便所が使用できなくなる可能性が高いため、関係機関と協議し、適

切な処理を行えるよう体制を整備する必要がある。 

６-４地域交通ネットワークが分断する事態 

（道路の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（交通秩序の維持） 

○災害時には、様々な交通の混乱等の発生が予測されるため、道路管理者、警察署、民間団体等が連携・

協力し、交通秩序の維持について万全を期す必要がある。 

６-５異常渇水等により用水の供給の途絶 

（水資源関連施設の機能強化と水資源の有効利用等の取組の推進） 

○ 現行の用水供給整備水準を超える渇水等に対しては、限られた水資源を有効に活用する観点から、水

資源関連施設の機能強化、水資源関連施設等の既存ストックを有効活用した水資源の有効利用等の取組

を進める。  
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７ 制御不能な二次災害を発生させない 

７-１市街地での大規模火災の発生 

（公園・緑地などの防災空間の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（消防水利の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（火災予防対策等の推進）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（常備消防力の強化） 

○（評価結果は２－２に記載） 

７-２沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

（住宅・建築物の耐震化の促進）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

７-３防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

（公共施設等の整備・耐震化・長寿命化）【再掲】 

○（評価結果は１－２に記載） 

７-４農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

（農地や森林等の適切な整備） 

○農地や森林等の有する多面的機能を維持・活用していくため、市民や事業者の協力を得て、良質なみど

りの保全・創出を図る。 

  



Ⅸ 国土強靭化地域計画における脆弱性評価結果 
 

66 

 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備す

る 

８-１大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

（ごみ処理体制の整備） 

○災害時にごみ処理が迅速に行えるよう、ごみ処理施設の強靭化やごみの収集・運搬・管理体制の強化、

ごみの一時集積場及び処理方法の検討を行い、ごみ処理体制を整備する必要がある。 

８-２道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不

足により復旧･復興が大幅に遅れる事態 

（迅速な道路啓開の実施）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（業務継続体制の確保）【再掲】 

○（評価結果は３－２に記載） 

８-３地域コミュニティや基幹インフラの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】道路管理課、道路建設課 

○（評価結果は２－１に記載） 
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（６）強靱化に向けた取組  

「起きてはならない最悪の事態」ごとに行った脆弱性評価の結果をもとに、これを回避するために

取り組むべき施策を検討しました。 

取り組むべき施策については、本市の総合計画の６つのまちづくりの基本政策に基づき、分野を設

定します。 

 

＜設定する分野（まちづくりの基本政策）＞ 

●１ 安心・安全で快適に暮らせるまち 

●２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち 

●３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

●４ 賑わいと魅力のあるまち 

●５ 誰もが自分らし暮らせるまち 

●６ 子どもをみんなで育むまち 

[体系外]計画を推進するために 

 

脆弱性評価に基づく、強靱化の推進に向けた主要な取組については、各施策のページに記載しています。 
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Ⅹ 資料編 

まちの状態指標 

 

  

施策 施策目的 状態指標 単位
目指す
方向

基本計画
策定時点値

令和元年度
実績値

地震などの災害に対する備えが十分だと
思う市民の割合

％ ↑
52.5

（2018年度）
58.8

自主防災組織の組織率 ％ ↑
61.7

（2018年10月1日）
66.1

人口１万人当たりの出火件数 件 ↓
1.4

（2018年）
1.0

救急出動件数 件 －
8,289

（2018年）
8,398

人口１万人当たりの交通事故発生件数 件 ↓
27.3

（2018年）
24.3

人口１万人当たりの犯罪発生件数 件 ↓
61.2

（2018年）
53.3

消費生活相談件数 件 －
2,009

（2018年度）
1,734

自治会への加入率 ％ ↑
66.2

（2018年10月１日）
64.39

市民活動団体の数 団体 ↑
203

（2019年4月１日）
196

健康寿命（平均自立期間 ）
※2016（H28）年

年 ↑
65歳男性：18.55
65歳女性：20.46

（2015年）

18.69※

生活習慣病による死亡者数の割合
※千葉県衛生統計年報2018（H30）年

％ ↓
56.3

（2017年）
55.0※

一般診療所の数
※千葉県衛生統計年報2018（H30）年

－ ↑
95

（2017年）
102※

日頃から何らかの生涯学習活動を行って
いる市民の割合

％ ↑
46.1

（2018年度）
46.1

学びたい時に学べる環境（生涯学習のプ
ログラムや施設）が整っていると思う市民
の割合

％ ↑
31.8

（2018年度）
30.6

過去１年間に文化芸術活動を行ったことが
ある市民の割合

％ ↑
53.5

（2018年度）
49.6

市内の指定文化財等の数 件 ↑
50

(2019年4月１日)
51

スポーツで健康体力の維持・増進を行って
いる市民の割合

％ ↑
35.4

（2018年度）
37.1

スポーツ施設の利用者数 人 ↑
1,610,133

（2018年度）
1,405,139

2-4
スポーツ

スポーツを通じた市民
の健康と体力の維
持・増進を図る

2-3
文化芸術・

歴史

文化芸術や歴史に親
しむ機会を創出すると
ともに、歴史的文化的
遺産を次世代へ伝え
る

2-2
生涯学習

市民一人ひとりが生
涯学習活動を通して
人生を豊かにできる

1-2
消防・救急

火災や事故などの災
害から、市民の生命と
財産を守る

1-1
防災

自助・共助・公助によ
る防災体制の整備を
進め、災害時の被害
を最小限に抑える

2-1
健康・医療

生涯を通じて心身とも
に健やかに暮らせる
市民の健康をつくる

1-4
地域コミュニ

ティ・
市民協働

地域コミュニティの活
性化を図り、協働・連
携を通して地域課題
に取り組む

1-3
交通安全・
防犯・消費

生活

交通事故や犯罪、消
費者トラブルなどから
市民生活を守る
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施策 施策目的 状態指標 単位
目指す
方向

基本計画
策定時点値

令和元年度
実績値

人口１人当たりの都市公園面積 ㎡ ↑
5.17

（2019年4月１日）
5.15

市内は緑が豊かで潤いがあり、緑とのふ
れあいに満足していると思う市民の割合

％ ↑
78.8

(2018年度)
75.8

これからも流山市に住み続けたいと思う市
民の割合

％ ↑
83.0

（2018年度）
82.7

利用している駅及び駅周辺の整備や利便
性に満足している市民の割合

％ ↑
42.5

（2018年度）
40.3

自宅周辺の街並みや景観を誇りに思う市
民の割合

％ ↑
58.6

（2018年度）
61.0

快適に移動できる道路網が整備されてい
ると思う市民の割合

％ ↑
62.4

（2017年度）
65.6

都市計画道路の整備率 ％ ↑
70.6

（2018年度末）
72.4

雨水幹線の整備延長 Km ↑
15.3

（2018年度末）
15..5

水害による住家被害の棟数 棟 →
0

（2016～2018年度）
0

安全で良質な水道水が安定的に供給され
ていると思う市民の割合

％ ↑
90.7

(2018年度)
89.1

公共下水道普及率 ％ ↑
89.3

（2018年度末）
90.8

公共交通に満足している市民の割合 ％ ↑
75.0

（2018年度）
73.1

市内鉄道駅の１日当たりの乗客数
※2018（H30）年度

人 ↑
175,574

（2017年度）
180,380※

流山ぐりーんバスの１日当たりの利用者数 人 ↑
2,499

（2018年度）
2736

住宅の耐震化率 ％ ↑
83.6

（2018年1月１日）
84.6

住宅の空き家率
※2018（H30）年度

％ ↓
3.2

（2018年10月１日）
3.2※

二酸化炭素排出量の基準年度比
※2017（H29）年度

ｔ-CO2 ↓
民生家庭122
民生業務142
（2017年度）

民生家庭122
民生業務142

※

身近な生活環境について不満に感じてい
る市民の割合

％ ↓
26.1

（2018年度）
取得なし

１人１日当たりのごみ発生量 ｇ ↓
848

（2018年度）
861

資源化率 ％ ↑
21.8

（2018年度）
24.0

3-9
廃棄物

ごみの発生量を減ら
し、資源を有効に利用
する循環型のまちをつ
くる

3-8
生活環境

地球環境にやさしい、
快適な生活環境をつく
る

3-7
住宅

多様な世代・世帯が
安心して住み続けら
れる住まいを確保する

3-6
交通

交通ネットワークの充
実と利便性の向上を
図る

3-5
上下水道

安全な水道水を安定
的に供給するととも
に、衛生的な下水道
サービスを提供する

3-4
河川・排水

大雨時の洪水氾濫・
内水氾濫による被害
を最小限に抑える

3-3
道路

安全で円滑に移動で
きる道路網と道路環
境を整備する

3-2
市街地整
備・景観

地域の特性を活かし
た魅力ある街並みを
創出する

3-1
みどり・生物

多様性

市民に潤いと安らぎを
与えるみどりの保全・
創出に取り組む
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施策 施策目的 状態指標 単位
目指す
方向

基本計画
策定時点値

令和元年度
実績値

小売吸引力指数
※2016（H28）年経済センサス

－ ↑
0.765

（2016年）
0.765※

１事業所当たりの製造品出荷額等
※2016（H28）年経済センサス

百万円 ↑
532

（2016年）
682※

法人市民税 万円 ↑
75,479

（2018年度）
75,478

認定農業者数 人 ↑
41

（2018年4月１日）
41

農業産出額（推計）
※2018（H30）年農林水産省統計データ

千万円 ↑
230

（2017年）
185※

4-3
ツーリズム

地域資源を活用し、交
流人口の拡大を図る

入込客数 人 ↑
290,137

（2017年度）
365,929

高齢者の人口 人 －
45,411

(2019年4月1日)
46162

生きがいを感じる高齢者の割合 ％ ↑
82.8

（2018年度）
78.8

要介護・要支援認定率 ％ ↓
16.7

（2019年4月1日）
17.1

障害のある方が各種支援を受けるために
必要な手帳の所持者数

人 －

身体障害者：4,216
知的障害者：1,011
精神障害者：1,332
  （2019年4月1日）

身体障害者：4,204
知的障害者：1,061
精神障害者：1,444

障害者就労支援センターの利用者数 人 ↑
207

（2019年4月1日）
194

相談支援事業の利用者数 人 ↑
2,190

（2019年4月1日）
2,464

福祉のサービス等に市民が参加できる
（協力できる）まちぐるみの福祉ができてい
ると思う市民の割合

％ ↑
57.3

（2018年度）
53.6

生活保護受給者数 人 －
1,708

（2019年4月１日）
1,750

国籍や性別等にかかわらず平等に扱われ
ていると思う市民の割合

％ ↑ 新規取得
-

令和2年度より
新規取得

外国人の人口 人 －
2,737

（2019年4月１日）
2,984

18歳未満の人口 人 －
34,375

(2019年4月1日)
35,834

合計特殊出生率
※2018（H30）年

－ ↑
1.67

（2018年）
1.67※

流山市は子育てがしやすいまちだと思う市
民の割合

％ ↑
51.6

（2018年度）
56.8

4-2
農業

都市農業の多面的機
能を活かし、生産性や
収益性を高める農業
の振興を図る

4-1
地域経済

消費者と働き手にとっ
て魅力のある事業者
や店舗を充実させる

5-3
地域福祉

自助・共助・公助の役
割分担のもと地域の
“チカラ”を高める

5-2
障害福祉

障害者等が、地域や
家庭のなかで、自分
らしく自立した生活を
送ることができるまち
をつくる

5-1
高齢者福祉

高齢者が住み慣れた
地域のなかで、いつ
までも自分らしく生き
生きと暮らせるまちを
つくる

6-1
子ども・子育

て

すべての子どもが健
やかに育ち、地域全
体で子育てできるまち
をつくる

5-4
共生社会

すべての市民が国籍
や性別などにかかわ
らず、互いの人権を尊
重し合える社会をつく
る
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施策 施策目的 状態指標 単位
目指す
方向

基本計画
策定時点値

令和元年度
実績値

全国学力・学習調査平均正答率 ％

全国平

均、

県平均を

上回る

小学校：62.6
中学校：66.2

(2018年度)

小学校：68.5
中学校：65.3

児童・生徒数
※5月1日時点

人 －
児童10,863
生徒4,344

(2018年5月１日)

児童11,317
生徒4,435

※

いじめの認知件数 件 ↓
小学校1,246
中学校503

（2018年度）

小学校3,003
中学校466

6-2
学校教育

学びに向かう力と自
立する子どもを育む



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度版 流山市総合計画 実施計画 

企画・編集 流山市役所企画政策課 

住所 流山市平和台１丁目１番地の１ 
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